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はじめに

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元

等を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、

経済産業省では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２０年１０月３１日、内閣総

理大臣決定）等に沿った適切な評価を実施すべく「経済産業省技術評価指針」（平成２１年３月

３１日改定）を定め、これに基づいて研究開発の評価を実施している。

経済産業省において実施しているバルク貯槽ガス回収システム開発は、バルク貯槽の製造後２

０年経過時に義務づけられている検査を円滑かつ確実に実施するため、バルク貯槽の設置状況等

の実態調査を行うとともに、ガス回収作業など安全に検査を実施するための方法等を確立してい

くための調査を行うため、平成１９年度から平成２０年度まで実施したものである。

今回の評価は、このバルク貯槽ガス回収システム開発の事後評価であり、実際の評価に際して

は、省外の有識者からなるバルク貯槽ガス回収システム開発プロジェクト事後評価検討会（座長

：田村 昌三 東京大学名誉教授）を開催した。

今般、当該検討会における検討結果が評価報告書の原案として産業構造審議会産業技術分科会

評価小委員会（小委員長：平澤 泠 東京大学名誉教授）に付議され、内容を審議し、了承され

た。

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。

平成２２年４月

産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会
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事後評価報告書概要

プロジェクト名 バルク貯槽ガス回収システム開発

上位施策名 産業保安

事業担当課 原子力安全・保安院 液化石油ガス保安課

プロジェクトの目的・概要

LP ガスの供給を行うバルク供給システムは、平成 9 年から導入が開始され、平成 20 年までに

約 20 万基が設置されているが、バルク貯槽の普及に伴い、バルク貯槽の保守点検実施件数が増

えてきており、その際にはバルク貯槽内の LP ガスを安全に回収することが必要とされる。

バルク貯槽内の LP ガスの回収方法としては、空の容器への移し替えにより回収する方法、移

動式製造設備により圧縮機を用いて回収する方法、バルク貯槽を取り外し充てん所に移送して回

収する方法があるが、これらの方法にはそれぞれ問題があり、このため、圧力を安全な方法で大

気圧と同じ圧力に減圧し、活性炭にガスを吸着する方法を利用し、バルク貯槽内の LP ガスを安

全かつ短時間で効率的に回収可能なバルク貯槽ガス回収システムの開発を行うものである。

本研究開発では、バルク貯槽内の LP ガスを安全かつ短時間で効率的に回収可能な LPガス回収

システムを開発するとともに、必要に応じ国の技術基準の策定に資することになる LP ガス回収

技術に関する技術基準の検討を行う。

予算額等 （単位：千円）

開始年度 終了年度 中間評価時期 事後評価時期 事業実施主体

平成１９年度 平成２０年度 － 平成２１年度 ㈱エイムテック

H19FY 予算額 H20FY 予算額 総予算額 総執行額

67,665 78,534 146,199 130,693

目標・指標及び成果・達成度

(1) 全体目標に対する成果・達成度

全体の目標として次の３項目を設定した。

①バルク貯槽からのＬＰガス回収の現状に関するアンケート調査を実施し、回収に係る問題点

を把握するとともに、活性炭吸着技術を用いたＬＰガス回収装置の基礎的な評価を実施する

ため、小規模な実験装置を製作して、活性炭の選定・特性の確認・効率上昇方法の検討を行

う。

②実用化を想定した評価用の回収装置・再生装置を製作し、それらの評価を行う。

③フィールドテスト等、バルク貯槽設置先での作業を可能とするため、ＬＰガス業界の自主基

準としての作業基準を作成する。

これらの目標を達成するため、調査研究の実施内容について以下のような要素技術に分類し、

それぞれの要素技術について目標を設定した。要素技術別の目標に対する成果の達成度は、以下
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のとおりであり、プロジェクト全体の目標は達成された。

個別要素技術 目標・指標 成果 達成度

(1)バルク貯槽設

置状況実態調査

ＬＰガス充てん所・事業所を対

象に、バルク貯槽設置状況・過去

のＬＰガス回収事例・充てん所の

設備状況などの情報を抽出し、分

析する。

バルク貯槽ガス回収システム

開発の仕様目標となる情報が得

られ、特に製造後 20 年の告示検

査に向けて、ガス回収に関して多

くのニーズを確認した。

達成

(2)小規模回収実

験機器設計制作

1) 0.8L 回収容器

2) 75L 回収容器

3) 再生装置

4) 500L 回収容器

都市ガスの吸着工法をバルク

貯槽へ技術転用するにあたり、ま

ず、ＬＰガスに対する活性炭の特

性を精査する必要がある。そこで

基礎評価を段階的に行なえるよ

うに吸着材が充てんされた回収

容器として三種類の小規模回収

装置を設計製作、評価し、活性炭

の特性を確認するとともに効率

化を検討、その評価も行なう。

各種回収容器を設計製作した。

また、活性炭の性能評価と選定を

行い、本開発に適した活性炭を選

定した。

1）18 種類の活性炭から、吸着

量・充てん密度・入手難易度等

を考慮して選定した結果、石炭

系活性炭「HGI-162 」を選定し

た。

2）活性炭を冷却・加温が可能な

75L 回収容器を用いてその効

果を評価した結果、回収・再生

効率に大きな効果を上げるた

めには伝熱面積を大きくする

ことが必要との結果を得た。

3）製作した再生装置を用いて、

真空ポンプの性能による再生

効率を評価した結果、回収容器

容積に対して十分大きな排気

速度を持つ真空ポンプが必要

との結果を得た。75L 回収容器

に対して排気速度 500L/min の

真空ポンプを用いると、再生に

必要な時間は 20 分となること

を確認した。

4）容積 500L の容器に活性炭

216kg を充てんした 500L 回収

装置を製作した。また、回収容

器内部と表面から活性炭を加

温・冷却する冷温熱発生装置を

設置した。

達成
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(3)小規模回収装

置性能確認試験

500L 回収容器性

能評価

1) 冷温熱発生装

置評価

2) 熱交換評価

3) 分散配管評価

1) 冷温熱発生装置によりガス回

収時に活性炭の温度上昇を冷

却、逆にガス再生時に温度低下

を加熱し、ガス回収・再生にお

ける効率化のための改善要素

を確認する。

2) 75L 回収容器での結果により

500L 回収容器には改良した冷

温熱発生装置に加えて、ガス回

収時に起こるバルク貯槽内で

ＬＰガスが気化した際に発生

する蒸発潜熱（冷却）を利用す

る熱交換設備を準備、評価す

る。

3) また、他の方法でもガス回収

の効率を確認するためにガス

を分散して吸着させるための

分散配管を回収容器内に設け、

その性能を確認する。

500L 回収容器を用いて、安全

性・回収再生性能・改善要素を確

認した。

1）回収容器内部の配管設置によ

る活性炭充てん量の低下を補

うだけ回収性能高効率化が得

られなかったため、冷温熱発生

装置は採用しないこととした。

2）回収時に熱交換を行うことで、

回収効率はほとんど改善され

ないが、LP ガス回収容器での

気化効率は上昇した。バルク貯

槽側にて気化熱を補うための

加温措置が必要であるとの結

果を得た。

3)分散配管による回収時間短縮

の効果は確認できなかったた

め、分散配管は採用しないこと

とした。

達成

(4)分離型回収シ

ステム設計製作

充てん所には配送のための予

備車輌があり、有効利用するため

に 3t 程度の小型トラックに

2000L の回収容器を搭載した分

離型回収システムを設計製作す

る。

また、安全な作業を確保する目

的として圧力計の値から電磁弁

の開閉・警報を行う制御装置を設

計製作し、2000L 回収装置に設置

する。

活性炭 890kg を充てんした容

積 2000L 回収容器と制御装置・操

作箱を 3t トラックに積載した

2000L 回収装置を製作した。

達成
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(5)分離型回収シ

ステム性能確認

試験

1) 2000L 回収装置

基礎性能評価

2) 活性炭危険性

評価

2000L 回収装置の性能及び動

作確認等を行い、システムの安全

性及び効率性を検討する。

1) バルク貯槽の形状毎にガス回

収量を設定し、ガス回収に要す

る時間等の基礎的な性能を確

認する。

2) ＬＰガスを吸着した活性炭の

危険性評価を行う。

2000L 回収装置の性能確認を

実施した。また、本回収装置を使

用する条件を定め、回収対象とな

る残 LP ガス量の試算を行った。

1）回収容器圧力を-90kPa(G)まで

減圧した状態で回収を開始す

ると60分で40kg回収可能との

結果を得た。従来の方式である

燃焼方式と比較すると回収に

要する時間は 1/2 以下となり、

回収時間短縮の効果は非常に

高いとの結果を得た。

2）回収装置においては、消火器

の設置等 LP ガスの着火に対し

ての安全対策で十分であると

の見解を得た。

達成

(6)ガス回収高効

率化対策の検討

1) 気化速度の高

効率化対策

2) 活性炭経時劣

化の評価

1) ガス回収の高効率化に向けて

課題となっている回収時にバ

ルク貯槽の気化が追いつかな

い現象を解決するためにバル

ク貯槽を加温することで気化

速度の高効率化を図る。

2) 回収・再生の繰り返しが活性

炭の回収性能に及ぼす影響を

確認する。

1）気化速度の高効率化のための、

バルク貯槽加温方法について

検討した。その結果、バルクジ

ャケット方式よりも IH 方式が

適していることを確認した。

2）LP ガスの回収・再生を 300 回

繰り返して性能比較を行った

結果、活性炭は回収・再生の繰

り返しによる経時劣化の影響

は受けにくいとの結果を得た。

達成

(7)回収再生ガス

の分析

1) 再生方法の検

討

2) 回収再生ガス

の分析

実用化に向けて、回収したＬＰ

ガスの適切な再生方法、ガス再利

用の可能性について検討を行う。

1) 真空ポンプ排気速度と再生効

率の関係を確認し、実用上２時

間以内で再生できる再生方法

としてガスコンプレッサによ

る充てん所の容器への充てん

を試みる。

2) ＬＰガス回収後、再生したＬ

Ｐガスの成分分析を行う。

1）排気速度 2000L/min の真空ポ

ンプを備えた再生装置を製作

した。また、回収した LP ガス

が再生装置により、充てん所の

タンクに再生可能であること

を確認した。

2）LP ガス回収後、再生した LP

ガスの成分分析を行った結果、

大きな成分変化は示さず、い号

液化石油ガスに該当すること

を確認した。

達成
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(8)一体型回収シ

ステム設計製作

及び性能確認試

験

1) 5000L 回収装置

の設計製作

2) 5000L 回収装置

の性能確認試験

1) 一体型回収システムは出来る

限り多くのガスを回収するこ

とを目指して専用車両に搭載

した 5000L 回収装置を検討す

る。

2) 製作した装置の性能及び動作

確認を行い、システムの安全

性・作業効率を検討する。

1）活性炭 2280kg を充てんした容

積 5000L 回収容器と制御装

置・操作箱を 4t トラックに積

載した 5000L 回収装置を製作

した。

2）回収容器圧力を-90kPa(G)まで

減圧した状態で回収を開始す

ると 100kg 回収可能との結果

を得た。また 50kg の回収に要

する時間は 1時間未満である。

達成

(9)技術基準の検

討

バルク貯槽のＬＰガス回収シ

ステムの実用化を目指し、専門メ

ンバーによる安全工学的な見地

から、設備基準、作業基準等の検

討を行う。

LP ガス業界自主基準と位置づ

けられる、「バルク貯槽ガス回収

システム LP ガス吸着工法に係

る技術基準（案）」を作成した。
達成

(2) 目標及び計画の変更の有無

無

＜共通指標＞

特許等件数（出願を含む）：１件

評価概要

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性

本プロジェクトは、法令で義務付けられているバルク貯糟の製造２０年経過時の検査の際に

必要となる貯槽内のＬＰガス回収を安全かつ効率的に行うシステムを開発するものであり、民

間企業のみの実施に委ねるのではなく、国が積極的に行う必要がある。

また、バルク貯槽からのガス回収技術は、現状では効率の点、環境影響の点から多くの問題

を抱えており、活性炭によるガス吸着法は、ＬＰガス回収では初めて適用されるものであり、

安全性の高い回収方法を確立し、普及させることは国の施策として重要である。

２．研究開発等の目標の妥当性

バルク貯糟内のＬＰガスの安全かつ効率的な回収システムの開発のため、小規模装置から実

用規模装置まで段階的な研究目標が設定されているとともに、システムの普及に必要な作業基

準案の作成まで目標に設定されており、目標は適切に設定されている。

ただし、目標設定の一部において、用語の使い方の違いが分かりにくい表現や、仕様が明確

でない設備があった。
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３．成果、目標の達成度の妥当性

バルク貯槽内の最大１００㎏のＬＰガスが回収可能であることの確認し、回収したＬＰガス

の再生可能な再生装置の製作及び、システムの普及に必要な作業基準案の作成が実施されてお

り、当初の目標は十分に達成したと評価できる。本システムの実用化にあたり重要な要素とな

る回収時間の短縮を図る技術の検討に重点をおき、種々の可能性を探る努力をし、技術評価を

密に行ったことは、今後の技術の発展の方向性の検討にも資すると考えられる。また、論文の

発表や工業所有権の取得等も行われており、本プロジェクトの成果として評価できる。

なお、活性炭の伝熱効果がほとんどないことを考慮すれば、回収装置に使用する容器は、既

存の容器の改造利用ではなく、伝熱効果の増加等を考慮し、当該容器の新たな設計製作につい

ても検討すべきであったと考えられる。

４．事業化、波及効果についての妥当性

実用化に向けたＬＰガス回収システムの試作及び確認試験が実施されており、また、ＬＰガ

スの回収に利用する活性炭の繰り返し使用による耐久性の評価も行われており、事業化の見通

しは十分にあると考えられる。また、本プロジェクトにより、従来の回収システムの課題を克

服するとともに、これまで回収時に燃焼処理していたＬＰガスの再利用が可能になり、バルク

貯槽がこれまで約２０万基が設置されていることを勘案すると、本プロジェクトで開発された

技術の波及効果は大きい。

なお、事業化に当たっては次の項目について、検討・考慮等することが必要と考えられる。

・ガス回収に使用する活性炭に、付臭剤である硫黄化合物を含むＬＰガスが脱着を繰り返すこ

とになることを踏まえ、活性炭の使用寿命、回収したＬＰガスの再利用時における付臭剤の

添加方法の検討及び自然発火の危険性がないことの検証など吸着時の安全性等について幅

広い視点からの検討を行うこと。

・作業手順の誤り等で回収容器内への空気の混入など、異常状態の発生が考えられることから、

バルク貯槽設備へのホース接続等を行う作業者は慎重に選任すること

・圧縮機を利用した回収方法など本技術とは別のバルク貯槽内のＬＰガスを回収する方法との

安全性、経済性、実用性、ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）に関する比較検討を行う

こと。

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性

本プロジェクトの実施にあたっては、専門家、機器メーカ、行政関係者からなる開発委員会

が組織され、ＬＰガス供給に長年携わった人をチームリーダーとし、システムの開発が計画的

に進められており、本プロジェクトの研究開発計画、実施体制及び運営は適切であったと考え

られる。

また、開発費は効率的な運用がなされており、消費者が安心できるくらしに投資されたと考

えると、投入した開発費に見合った効果が期待できる。

なお、本プロジェクトの総合的な費用対効果を判断するためには、活性炭の処理技術及び回

収したＬＰガスの再利用技術から総合的に判断する必要がある。
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６．総合評価

ＬＰガス回収の安全かつ効率的なシステムの開発を行い、ＬＰガス業界の自主基準の位置づ

けとなる作業基準案を作成しており、所定の開発目標をほぼ達成しており、今後の成果の事業

化と波及が期待され、今後のバルク貯槽の需要を考えると社会的インパクトも大きい。従来の

ＬＰガス回収技術とは大きく異なる活性炭による回収システムを構築し、その有効性を確認し

たことは高く評価でき、時機を得た開発であり、成果は大きいと考えられる。

また、本プロジェクトでは、重要な成果が得られているので、学会において発表するなど、

成果についての情報発信が望まれる。

なお、活性炭にＬＰガスが吸着されることを考えると、幅広い視点での安全性の確認をして

おく必要があり、新しい技術だけに慎重を要する点もあるため、継続的な安全性に関する試

験・研究が必要である。

７．今後の研究開発の方向等に関する提言

・ガス回収技術の普及に向けて、バルク貯槽内の液を回収するシステム及び回収したガスの高効

率で再生するシステムの技術開発が望まれる。

・今後、国によるガス回収システムの安全に関する技術基準の策定が必要になる場合には、技術

上又は運用上の留意点を適確に把握するためフィールドテストによるデータの蓄積が必要と

考えられる。

・活性炭に吸着させたＬＰガスは、事故時など通常の使用状況と異なる条件下で、脱着する可能

性も考えられるので、より安全な技術を目指し、継続的な技術の高度化が望まれる。

評点結果
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第１章 評価の実施方法

本プロジェクト評価は、「経済産業省技術評価指針」（平成21年3月31日改定、

以下「評価指針」という。）に基づき、以下のとおり行われた。

１．評価目的

評価指針においては、評価の基本的考え方として、評価実施する目的として

(1)より良い政策・施策への反映

(2)より効率的・効果的な研究開発の実施

(3)国民への技術に関する施策・事業等の開示

(4)資源の重点的・効率的配分への反映

を定めるとともに、評価の実施にあたっては、

(1)透明性の確保

(2)中立性の確保

(3)継続性の確保

(4)実効性の確保

を基本理念としている。

プロジェクト評価とは、評価指針における評価類型の一つとして位置付け

られ、プロジェクトそのものについて、同評価指針に基づき、事業の目的・

政策的位置付けの妥当性、研究開発等の目標の妥当性、成果、目標の達成度

の妥当性、事業化、波及効果についての妥当性、研究開発マネジメント・体

制・資金・費用対効果等の妥当性の評価項目について、評価を実施するもの

である。

その評価結果は、本プロジェクトの実施、運営等の改善や技術開発の効果、

効率性の改善、更には予算等の資源配分に反映させることになるものである。

２．評価者

評価を実施するにあたり、評価指針に定められた「評価を行う場合には、

被評価者に直接利害を有しない中立的な者である外部評価者の導入等によ

り、中立性の確保に努めること」との規定に基づき、外部の有識者・専門家

で構成する検討会を設置し、評価を行うこととした。

これに基づき、評価検討会を設置し、プロジェクトの目的や研究内容に即
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した専門家や経済・社会ニーズについて指摘できる有識者等から評価検討会

委員名簿にある５名が選任された。

なお、本評価検討会の事務局については、指針に基づき経済産業省原子力

安全・保安院液化石油ガス保安課が担当した。

３．評価対象

バルク貯槽ガス回収システム開発（実施期間：平成１９年度から平成２０年

度）を評価対象として、研究開発実施者（株式会社エイムテック）から提出さ

れたプロジェクトの内容・成果等に関する資料及び説明に基づき評価した。

４．評価方法

第１回評価検討会においては、研究開発実施者からの資料提供、説明及び質

疑応答、並びに委員による意見交換が行われた。

第２回評価検討会においては、それらを踏まえて「プロジェクト評価におけ

る標準的評価項目・評価基準」、今後の研究開発の方向等に関する提言等及び要

素技術について評価を実施し、併せて４段階評点法による評価を行い、評価報

告書(案)を審議、確定した。

また、評価の透明性の確保の観点から、知的財産保護、個人情報で支障が生

じると認められる場合等を除き、評価検討会を公開として実施した。

５．プロジェクト評価における標準的な評価項目・評価基準

評価検討会においては、経済産業省産業技術環境局技術評価室において平成

２１年６月１日に策定した「経済産業省技術評価指針に基づく標準的評価項

目・評価基準について」のプロジェクト評価（中間・事後評価）に沿った評価

項目・評価基準とした。

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性

（１）事業目的は妥当で、政策的位置付けは明確か。

・事業の政策的意義（上位の施策との関連付け等）

・事業の科学的・技術的意義（新規性・先進性・独創性・革新性・先導性

等）

・社会的・経済的意義（実用性等）

（２）国の事業として妥当であるか、国の関与が必要とされる事業か。
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・国民や社会のニーズに合っているか。

・官民の役割分担は適切か。

２．研究開発等の目標の妥当性

（１）研究開発等の目標は適切かつ妥当か。

・目的達成のために具体的かつ明確な研究開発等の目標及び目標水準を設

定しているか。特に、中間評価の場合、中間評価時点で、達成すべき水

準（基準値）が設定されているか。

・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。

３．成果、目標の達成度の妥当性

（１）成果は妥当か。

・得られた成果は何か。

・設定された目標以外に得られた成果はあるか。

・共通指標である、論文の発表、特許の出願、国際標準の形成、プロトタ

イプの作製等があったか。

（２）目標の達成度は妥当か。

・設定された目標の達成度（指標により測定し、中間及び事後評価時点の

達成すべき水準（基準値）との比較）はどうか。

４．事業化、波及効果についての妥当性

（１）事業化については妥当か。

・事業化の見通し（事業化に向けてのシナリオ、事業化に関する問題点及

び解決方策の明確化等）は立っているか。

（２）波及効果は妥当か。

・成果に基づいた波及効果を生じたか、期待できるか。

・当初想定していなかった波及効果を生じたか、期待できるか。

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性

（１）研究開発計画は適切かつ妥当か。

・事業の目標を達成するために本計画は適切であったか（想定された課題

への対応の妥当性）。

・採択スケジュール等は妥当であったか。

・選別過程は適切であったか。
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・採択された実施者は妥当であったか。

（２）研究開発実施者の実施体制・運営は適切かつ妥当か。

・適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか、いたか。

・全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる

環境が整備されているか、いたか。

・目標達成及び効率的実施のために必要な、実施者間の連携／競争が十分

に行われる体制となっているか、いたか。

・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組を積極的に実

施しているか、いたか。

（３）資金配分は妥当か。

・資金の過不足はなかったか。

・資金の内部配分は妥当か。

（４）費用対効果等は妥当か。

・投入された資源量に見合った効果が生じたか、期待できるか。

・必要な効果がより少ない資源量で得られるものが他にないか。

（５）変化への対応は妥当か。

・社会経済情勢等周辺の状況変化に柔軟に対応しているか（新たな課題へ

の対応の妥当性）。

・代替手段との比較を適切に行ったか。

６．総合評価
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第２章 プロジェクトの概要

1. 事業の目的・政策的位置付け

1-1 事業の目的

LP ガスを充てんしたシリンダー容器の交換方式による供給形態と異なる、消費場所に設

置したバルク貯槽等に直接ローリー（LP ガス充てん車）で、LPガスの供給を行うバルク供

給システムは、平成 8 年の液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以

下、「液石法」という。）の改正により、平成 9年から導入が開始され、平成 20年までに約

20 万基が設置されている。一方、バルク貯槽の普及に伴い、バルク貯槽の保守点検実施件

数が増えてきており、その際にはバルク貯槽内の LP ガスを安全に回収することが必要とさ

れる。

バルク貯槽内の LP ガスの回収方法としては、空の容器への移し替えにより回収する方法、

移動式製造設備により圧縮機を用いて回収する方法、バルク貯槽を取り外し充てん所に移

送して回収する方法がある。しかしながら、これらの方法にはそれぞれ、容器への移し替

えに長時間を要するため事故リスクが大きいこと、高圧ガス保安法に基づく保安距離の確

保が困難であること、移送車両へのバルク貯槽の積み卸し時の事故リスクが大きいこと等

の問題がある。

このため、都市ガスの配管内ガスの回収法として開発されたパージガス吸着工法（圧力

を安全な方法で大気圧と同じ圧力に減圧し、活性炭にガスを吸着する方法を利用し、バル

ク貯槽内の LP ガスを安全かつ短時間で効率的に回収可能なバルク貯槽ガス回収システムの

開発を行うものである。

1-2 政策的位置付け

本研究開発事業は、「原子力安全・産業保安施策」のうち「産業保安」施策の一環として

位置付けられている。LP ガスの保安については、近年事故発生件数が高止まりにあること

から、事業者への法令遵守の指導強化や安全普及の促進、保安に係る技術開発等の施策の

重点化を図っており、本プロジェクトもこの一環として実施した研究開発事業である。

1-3 国の関与の必要性

国においては、液化石油ガスによる災害を防止するため、液石法に基づき、一般消費者

等に対する保安の確保を図っている。

バルク供給システムについては、供給設備の技術上の基準としてバルク貯槽等に係る技

術基準を、充てん設備の技術上の基準としてバルクローリーの技術基準を定め、液化石油

ガス販売事業者及び供給設備に充てんしようとする者に技術基準への適合義務を課し、災

害の防止を図っている。

本研究開発では、バルク貯槽内の LP ガスを安全かつ短時間で効率的に回収可能な LP ガ

ス回収システムを開発するとともに、必要に応じ国の技術基準の策定に資することになる

LP ガス回収技術に関する技術基準の検討を行う事業であり、このような事業を民間企業の

みの実施に委ねられることは困難なため、国が積極的に行う必要がある。
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2. 研究開発目標

2-1 研究開発目標

緊急ではない作業で、5～7 年毎に行なわれるバルク貯槽附属機器交換作業等の保守点検

やバルク貯槽製造後 20 年経過時の告示検査において、残 LP ガスを安全でかつ容易、迅速

に回収できることを目標とし、バルク貯槽の残ガス回収時の事故ゼロ件を目指す。

これらの作業時は、バルク貯槽を開放する必要があるため、貯槽内の残ガスを回収し、

爆発下限界未満の安全な雰囲気にしなければならない。従来は、流し込み充填で、まず、

液を回収し、次に回収しきれない液と気体(1000kg 横型バルク貯槽では液 10kg＋気体 40kg)

を大型バーナーで長時間かけて燃焼させなければならなかった。

本事業では、バルク貯槽の LPガスを計画的に消費させた後、LPガスが活性炭に吸着され

る現象を利用することで、燃焼することなく、バルク貯槽内の残 LPガスを大気圧未満まで

回収する装置の開発と更に回収した LPガスを再生して再利用可能な装置の開発を行う。

また、吸着技術を用いたガス回収は、LP ガス業界にとって新しい技術であるため、現地

での作業が可能となるように LP ガス業界の自主基準としての作業基準案を作成する。

2-1-1 全体の目標設定

表 2-1-1：全体の目標

目標・調査 設定理由・根拠等

①バルク貯槽からの LP ガス回収の現状に関す

るアンケート調査を実施し、回収に係る問題

点を把握する。

活性炭吸着技術を用いた LP ガス回収装置の

基礎的な評価を実施するため、小規模な実験

装置を製作して、活性炭の選定・特性の確

認・効率上昇方法の検討を行う。

（1）バルク貯槽設置状況実態調査

（2）小規模回収実験機器設計製作

（3）小規模回収装置性能確認試験

活性炭吸着技術を用いた LP ガス回収は業界

で初めての技術であるため、まず、ユーザーと

なるLPガス事業者にLPガス回収における現状

と要望を調査し、市場要求に見合ったシステム

を検討する。また、活性炭は様々な種類があり、

LP ガスの吸着に適した活性炭を選定すること

と、活性炭の特性評価で、例えば、吸着時には

吸着熱の発生により回収効率が低下するが、冷

却することで効率を上げること等を検討する

ため、0.8、75、500 ㍑の小規模回収実験機器

を設計製作し、段階的に性能確認試験する。

②実用化を想定した評価用の回収装置・再生装

置を製作し、それらの評価を行う。

（4）分離型回収システム設計製作

（5）分離型回収システム性能確認試験

（6）ガス回収高効率化対策の検討

（7）回収再生ガスの分析

（8）一体型回収システム設計製作

及び性能確認試験

分離型回収システムは LP ガス充てん所の予

備車両に積載することを想定して 2000L 回収

装置、一体型回収システムは出来る限り多くの

ガスを回収することを目指して専用車輌に搭

載した 5000L 回収装置を検討する。また、回収

したガスを再利用するための設備として真空

ポンプとガスコンプレッサを備えた再生装置

が必要となる。ガス回収時にバルク貯槽内のガ

スは非常に早く気化し、冬場などは気化が追い

つかないことが想定されるのでガス回収高効

率化としてバルク貯槽の気化対策が必要とな

る。一方、ガスの再利用では、その品質を確認

することが必要であるため、分析を実施する。

③フィールドテスト等、バルク貯槽設置先での

作業を可能とするため、LP ガス業界の自主

基準としての作業基準を作成する。

（9）技術基準の検討

LP ガス回収装置を標準化するためには、製

造や回収作業に係る基準が必要で、専門家によ

り技術基準を検討する。
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2-1-2 個別要素技術の目標設定

表 2-1-2：個別要素技術の目標

要素技術 目標・指標 設定理由・根拠等

（1）バルク貯槽設置状況実態

調査

LP ガス充てん所・事業所を

対象に、バルク貯槽設置状

況・過去の LP ガス回収事例・

充てん所の設備状況などの情

報を抽出し、分析する。

吸着技術による回収という

LP ガス業界で初めての技術を

使用するため、業界の現況・

ニーズを調査し、それらに対

応した開発を行う必要があ

る。

（2）小規模回収実験機器設計

制作

1）0.8L 回収容器

2）75L 回収容器

3）再生装置

4）500L 回収容器

都市ガスの吸着工法をバル

ク貯槽へ技術転用するにあた

り、まず、LP ガスに対する活

性炭の特性を精査する必要が

ある。そこで基礎評価を段階

的に行なえるように吸着材が

充てんされた回収容器として

三種類の小規模回収装置を設

計製作、評価し、活性炭の特

性を確認するとともに効率化

を検討、その評価も行なう。

活性炭の特性確認と選定は

小容量の設備で十分なため

0.8L 回収容器を準備する。75L

回収容器は活性炭の特性であ

る回収時の吸着熱、再生時の

脱着冷却を解消し、効率化を

検討するために準備する。再

生装置は小規模回収実験機器

を繰返し評価する必要がある

ため、真空ポンプと燃焼装置

を組み合わせた簡易的な再生

装置とする。500L 回収容器で

は 75L 回収容器での結果を踏

まえ、更に効率的な実験仕様

とする。

（3）小規模回収装置性能確認

試験

500L 回収容器性能評価

1）冷温熱発生装置評価

2）熱交換評価

3) 分散配管評価

1）冷温熱発生装置によりガス

回収時に活性炭の温度上昇

を冷却、逆にガス再生時に

温度低下を加熱し、ガス回

収・再生における効率化の

ための改善要素を確認す

る。

2）75L 回収容器での結果によ

り 500L回収容器には改良し

た冷温熱発生装置に加え

て、ガス回収時に起こるバ

ルク貯槽内で LPガスが気化

した際に発生する蒸発潜熱

（冷却）を利用する熱交換

設備を準備、評価する。

3) また、他の方法でもガス回

収の効率を確認するために

ガスを分散して吸着させる

ための分散配管を回収容器

内に設け、その性能を確認

する。

1）吸着技術を利用した LP ガ

ス回収の場合、LP ガス回収

時には活性炭の温度が上昇

し、LP ガス再生時には温度

が低下する性質があり、そ

れぞれの作業効率が低下す

る。回収・再生の効率化を

必要とするため、冷温熱発

生装置により評価する。

2）500L 回収容器には冷温熱発

生装置とバルク貯槽の蒸発

潜熱を相互利用する熱交換

設備を連結させて、それぞ

れの作業時に必要な熱量を

補間することで作業の効率

化を確認する。

3) LPガス回収時に回収容器内

で活性炭の吸着反応にむら

が生じる可能性があり、対

策としてガスの流入を分散

させる配管を設置した時の

性能を確認する。
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（4）分離型回収システム設計

製作

充てん所には配送のための

予備車輌があり、有効利用す

るために 3t程度の小型トラッ

クに 2000L の回収容器を搭載

した分離型回収システムを設

計製作する。

また、安全な作業を確保す

る目的として圧力計の値から

電磁弁の開閉・警報を行う制

御装置を設計製作し、2000L 回

収装置に設置する。

小規模回収装置による基礎

実験の結果を基に、実用化を

目的としてバルク貯槽設置場

所で作業可能な 2000L 回収装

置を製作する。

また、回収・再生作業の安

全を確保するために、圧力・

温度の計測情報から電磁弁の

操作・警報が可能な制御装置

を製作する。

（5）分離型回収システム性能

確認試験

1）2000L 回収装置基礎

性能評価

2）活性炭危険性評価

2000L 回収装置の性能及び

動作確認等を行い、システム

の安全性及び効率性を検討す

る。

1）バルク貯槽の形状毎にガス

回収量を設定し、ガス回収

に要する時間等の基礎的な

性能を確認する。

2）LP ガスを吸着した活性炭の

危険性評価を行う。

1）2000L 回収装置の使用条件

を決定するため、回収時

間・回収容器温度や圧力の

変化等、回収時の状況を確

認する。

2）活性炭・LP ガスそれぞれの

危険性については既知であ

るが、LP ガスを吸着した活

性炭についての安全性を確

認する必要がある。

（6）ガス回収高効率化対策の

検討

1）気化速度の高効率化対策

2）活性炭経時劣化の評価

1)ガス回収の高効率化に向け

て課題となっている回収時

にバルク貯槽の気化が追い

つかない現象を解決するた

めにバルク貯槽を加温する

ことで気化速度の高効率化

を図る。

2）回収・再生の繰り返しが活

性炭の回収性能に及ぼす影

響を確認する。

1)バルク貯槽を加温すること

で気化速度の高効率化を図

り、回収効率を確認する。

2）活性炭において、回収・再

生を繰り返すことで LPガス

成分が蓄積されて、回収性

能が劣化することが懸念さ

れるため、その影響を確認

する。

（7）回収再生ガスの分析

1）再生方法の検討

2）回収再生ガスの分析

実用化に向けて、回収した

LP ガスの適切な再生方法、ガ

ス再利用の可能性について検

討を行う。

1）真空ポンプ排気速度と再生

効率の関係を確認し、実用

上 2 時間以内で再生できる

再生方法としてガスコンプ

レッサによる充てん所の容

器への充てんを試みる。

2）LP ガス回収後、再生した

LP ガスの成分分析を行う。

1）充てん所のアンケート結果

を反映して、再生時間を 2

時間以内とする再生方法を

確立するためにそれに相当

する能力の真空ポンプと充

てん所に設置してある既存

のガスコンプレッサを組合

せた再生設備を評価し、適

切な設備を検討する。

2）再生ガスの再利用するため

に、活性炭から脱着された

LP ガスの成分を確認する。

（8）一体型回収システム設計

製作及び性能確認試験

1）5000L 回収装置の設計製作

2）5000L 回収装置の

性能確認試験

1）一体型回収システムは出来

る限り多くのガスを回収す

ることを目指して専用車両

に搭載した 5000L 回収装置

を検討する。

2）製作した装置の性能及び動

作確認を行い、システムの

1）実用化での最大規模は民生

用バルクローリー程度に抑

える必要がため、4ｔ車両に

積載できる 5000L 回収装置

とする。

2）大容量であっても回収 1時

間・再生 2 時間作業可能な
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安全性・作業効率を検討す

る。

措置とその評価により実用

化できるシステムを構築す

る。

（9）技術基準の検討 バルク貯槽の LPガス回収シ

ステムの実用化を目指し、専

門メンバーによる安全工学的

な見地から、設備基準、作業

基準等の検討を行う。

新しい技術を使用した装置

のため、その作業に際しては

安全性を担保するための基準

がない。そのため、業界の自

主基準として本回収装置の技

術基準を定める必要がある。

3. 成果・目標の達成度

3-1 成果

3-1-1 全体成果

活性炭の吸着技術を用いて、可能な限り液回収を行ったバルク貯槽内に残る LP ガスを、

安全かつ容易に回収可能な LPガス回収装置の開発・評価を行った。具体的には、活性炭の

基礎評価・選定と回収・再生効率の検討をした上で、2000L の回収容器を 3t 車に搭載した

2000L 回収装置と 5000L の回収容器を 4t 車に搭載した 5000L 回収装置を製作・評価した。

合わせて、回収した LP ガスを再生可能な再生装置も製作・評価した。更に、LP ガス業界の

自主的な作業基準案を作成した。

表 3-1-1-1：用語の定義

2000L
回収装置

容積 2000L の回収容器を備えた回収装置で、19 年度製作した分離型回収システ
ムのことをいう。

5000L
回収装置

容積 5000L の回収容器を備えた回収装置で、20 年度製作する一体型回収システ
ム（大容量回収システム）のことをいう。

吸着
気体分子が固体表面に付着することをいう。
特に本事業では、バルク貯槽から回収した LP ガスを活性炭に吸着させることを
指す。

脱着
吸着している気体分子が、固体表面から離れることをいう。
特に本事業では、減圧することで活性炭に吸着した LP ガスを脱着させることを
指す。

回収
バルク貯槽内の LP ガスを回収装置に移動することをいう。
特に本事業では、ガス状態で LP ガスを回収する。

再生
活性炭に回収した LP ガスを回収容器の減圧により脱着させ、脱着した LP ガスを
処理することをいう。また、処理とは脱着ガスを容器に充てんすることと消費す
ることとの 2通りがある。

可能な限り
の液回収

液面が液取出弁ノズル先端位置になるまで、バルク貯槽から液状の LP ガスを回
収することをいう。

残液量
バルク貯槽から可能な限りの液回収を実施後、バルク貯槽内の LP ガスのうち、
液状の LP ガス量のことをいう。

残ガス量
バルク貯槽から可能な限りの液回収を実施後、バルク貯槽内の LP ガスのうち、
ガス状の LP ガス量のことをいう。

残 LP ガス量
バルク貯槽から可能な限りの液回収を実施後、バルク貯槽内に残る LP ガス量の
ことをいう。残 LP ガス量は残液量と残ガス量を合わせた量である。
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3-1-2 個別要素技術成果

（1）バルク貯槽設置状況実態調査

全 80 社（充てん所・営業所 145 件）に調査表を送付した結果、54社（サンプル数 127 件）

の回答を得た。主な調査結果を下記に示す。

（a）バルク貯槽からの LP ガス回収事例について

LP ガス回収の理由としては、燃料転換・販売店変更・ユーザー廃業等のバルク貯槽を継

続使用しない理由が 60%を占めており、修理・点検等のバルク貯槽を継続使用する理由は

32%であった。また、LPガス回収の方法としてはバルク貯槽本体の移送が 44%を占めており、

移充てん・移動式製造設備による回収は 20%程度実施されている結果が得られた。

燃転：15件
25%

販売店変更：14件

23%

ユーザー廃業：6件
10%

その他：6件
10%

修理・点検：19件

32%

回収a：22件

44%

回収b：13件

26%

回収c：11件
22%

その他：4件
8%

図 3-1-2-1：LP ガス回収理由（調査 1）と方法（調査 2）

（b）本開発装置に関する事項

・ 再生装置は充てん所既設のガスコンプレッサ・貯槽を利用する予定であるが、可能な

連続使用時間は 2時間未満が過半数を占めたため、再生時間 2時間未満を目指す。

・ バルク貯槽内の LPガスは計画的に減量する予定であるが、貯蔵量の 20%～40%まで減量

可能であることがわかった。

・ バルク貯槽から回収した LP ガスには、成分変化・異物の混入等の可能性が考えられる

ため、成分分析の必要が有る。

・ バルク貯槽製造後 20 年の告示検査に向けて、ガス回収に関して多くのニーズがある。

上記の結果から、バルク貯槽ガス回収システム開発の仕様目標となる情報が得られ、

特に、製造後 20 年の告示検査に向けて、ガス回収に関して多くのニーズを確認した。

調査 1（サンプル数：61 件）

修理・点検箇所：

・ 受入カップリングの取り付け部

・ 安全元弁

・ 配管 など

その他：

・ シリンダーに変更

・ 設置位置の移動

・ 災害のため撤去 など

調査 2（サンプル数：50 件）

回収 a：バルク貯槽本体の移送

回収 b：容器による回収（流し込み充填）

回収 c：移動式製造設備による回収

回収 d：その他
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（2）小規模回収実験機器設計制作

1）0.8L 回収容器

容積 0.8L の回収容器を製作し、活性炭の基礎評価・選定を実施した。

（a）活性炭の基礎評価

活性炭は、LP ガスを吸着（＝回収）する際に、吸着熱を発生し、その発生熱量（＝回収

容器温度上昇）は、LPガス回収量に比例することを確認した。

また、活性炭を初めて使用する際には高い吸着量を示すが、2回目以降は 1回目の 60%程

度の吸着量となることが確認されたので、2回目以降の吸着量を回収量とし、活性炭の選定

を行うこととした。

（b）活性炭の選定

原材料・製造方法が異なる 18 種類の活性炭から、活性炭単位量当たりの吸着量・充てん

密度・入手難易度等を考慮して活性炭 100g 当たり 10g の LP ガスが吸着可能であり、充て

ん密度が 0.46kg/L で最大の能力を示した日本エンバイロケミカルズ株式会社製の石炭系活

性炭 HGI-162 を選定した。

2）75L 回収容器

容積 75L の容器に、活性炭 29kg と冷却・加温した液体（＝ブライン）を循環させるため

の銅パイプを備えた 75L 回収容器を製作した。回収時の冷却・再生時の加温がそれぞれの

効率に及ぼす影響を評価した。

（a）評価結果

回収量を増加させるために冷温熱発生装置を設置したが、回収・再生の効果はわずかで

あった。理由として、活性炭は熱伝導性が悪く、銅パイプの伝熱面積の不足が原因と考え

られ、伝熱面積を増やすためのプレートフィンの設置や回収容器表面からの熱量補間が必

要であることが分かった。

3）再生装置

図 3-1-2-2：再生装置概略図

図のように小規模回収実験を繰返し行なうために、再生手段として真空ポンプ・脱着さ

れた LP ガスを一時的に充てんするためのバランスタンク・充てんされた LP ガスを燃焼処

理させるための燃焼バーナーユニットを備えた再生装置を製作した。



- 12 -

（a）評価結果

――

真空ポンプの選定は、調査した結果、防爆仕様のモーターで再生ガスの成分に影響し

ないオイルフリーが適切と判断し、排気速度 500L/min のアネスト岩田株式会社製オイル

フリースクロール真空ポンプを採用した。75L 回収容器に対して、約 20 分で-90kPa(G)

未満まで減圧する能力があり、繰返し実験が容易となった。

真空ポンプで回収容器を減圧することで脱着される LP ガス量（＝再生量）について、

回収容器内の真空度が増すと再生量が増加することを確認した。また、再生を短時間で

実施するためには、回収容器容積に対して、十分大きな排気速度を持つ真空ポンプの選

定が必要であることが分かった。

4）500L 回収容器

容積 500L の容器に、活性炭 216kg を充てんした 500L 回収容器を製作した。75L 回収容器

の評価で得られた改善点を反映して、500L 回収容器には、冷温熱発生装置と接続したブラ

イン循環配管を容器内部と表面に設置しており、内部のブライン循環配管にはプレートフ

ィンを取り付けている。また、LPガスを分散して流入する分散配管を備えている。

（3）小規模回収装置性能確認試験

（2）4）の 500L 回収容器を用いて、その評価を行った。

1）冷温熱発生装置評価

冷却・加温したブラインを回収容器内外に循環させ、回収・再生の効率化を図ったとこ

ろ、効果が確認された。しかしながら、内部にフィン付ブライン循環用配管を設置すると

場所をとり、活性炭充てん率の低下（＝回収量の低下）につながり、その低下を補うだけ

の高効率化は望めないため、冷温熱発生装置は LPガス回収装置には採用しないこととした。

2）熱交換評価

ブライン循環用配管を用いて、回収時に発生した吸着熱を LPガス容器内の気化により発

生する気化熱（冷却）との熱交換を試みた結果、回収時間が 50 分から 23 分に短縮され、

気化の効率化が確認された。しかし、上記 1）の通り、ブライン循環用配管は LP ガス回収

装置には採用しないこととしているので、これに替わる加温措置が必要となる。

3）分散配管評価

回収時の吸着ムラを防ぐための分散配管の効果を、分散せずに回収した場合と比較する

ことで評価した結果、双方の回収時間に差がないため、LP ガス回収装置に分散配管は必要

ないことを確認した。

（4）分離型回収システム設計製作

活性炭を 890kg 充てんした容積 2000L の回収容器と制御装置・操作箱を 3t トラックに積

載した分離型回収システムを製作した。仕様については、初めての開発となるため、安全

性、操作性を考慮し、民生用バルクローリーで使用している部品を主に使用した。

図のように制御装置は、圧力計・熱電対・ガス漏れ検知設備の値を読み取り、必要に応

じて電磁弁の開閉・警報などの作業制御・安全制御を行うものである。回収容器には圧力

計と活性炭の吸着状態を確認するために容器内各所の温度データを採取する必要があるこ

とから熱電対を 11箇所に設置した。

また、タッチパネルを備え、作業条件の入力や作業中の温度・圧力の確認等が表示され

る。作業中の各計測データは制御装置の記憶メディアに保存され、パソコンに出力するこ
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とが可能でデータ解析が容易に行なえる仕様とした。

2000L 回収装置外観 操作箱・制御装置

図 3-1-2-3：2000L 回収装置

図 3-1-2-4：2000L 回収装置配管系統図

回収ホース 再生ホース車両

回収容器

操作箱
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（5）分離型回収システム性能確認試験

性能確認試験として、2000L 回収装置の基礎性能評価と活性炭危険性評価を実施した。

1）2000L 回収装置の基礎性能評価

2000L 回収装置の回収性能はシミュレーションでは約 50kg であったため、可能な限り

の液回収を実施したバルク貯槽を想定して、下の表のように残 LP ガス量を試算した。

1000kg 横型は 20℃時に残 LP ガス量が 46.3kg(液 9.1kg＋気体 37.2kg)で 50kg 以下と

なることから 1000kg 横型を選定し、比較実験として 1000kg 縦型、300kg 縦型にガスを充

てんして評価した。

バルク貯槽内の LPガス量が、バルク貯槽圧力が大気圧未満となる量になるまで回収を

行った結果、2000L 回収装置の回収能力は約 40kg となる結果が得られ、シミュレーショ

ン約 50kg との差はバルク貯槽側での気化効率の低下が原因と考えられることから気化速

度の効率化対策が必要であることが判明した。

一方、2000L 回収装置内は吸着熱による温度が約 20℃上昇したが、回収装置の表面に

温度変化はなかったこと及び可能な限り液回収を実施したバルク貯槽に対して、60 分以

内でバルク貯槽圧力を大気圧未満とすることが確認できた。

表 3-1-2-1：バルク貯槽の型式毎の残 LP ガス量

温度 ℃ -10 0 10 20 30 40

ガス密度ρg kg/m3 2.09 2.01 1.94 1.87 1.81 1.75

液密度ρL kg/L 0.535 0.522 0.508 0.492 0.476 0.462

貯槽圧力 P kPa(G) 270 370 530 730 970 1250

残 LP ガス量

[kg]

1000kg 横型
28.4

（9.9）

32.3

（9.6）

38.6

（9.4）

46.3

（9.1）

55.2

（8.8）

65.1

（8.5）

1000kg 縦型
22.0

（3.4）

26.0

（3.3）

32.6

（3.2）

40.5

（3.1）

49.6

（3.0）

59.8

（2.9）

500kg 横型
16.9

（7.6）

18.7

（7.4）

21.9

（7.2）

25.6

（6.9）

30.0

（6.7）

34.9

（6.5）

500kg 縦型
11.9

（2.5）

13.9

（2.5）

17.2

（2.4）

21.2

（2.3）

25.7

（2.3）

30.8

（2.2）

300kg 横型
12.1

（6.5）

13.1

（6.4）

14.9

（6.2）

17.1

（6.0）

19.7

（5.8）

22.5

（5.6）

300kg 縦型
7.6

（2.0）

8.8

（2.0）

10.7

（1.9）

13.1

（1.8）

15.8

（1.8）

18.8

（1.7）

また、燃焼方式との比較実験として、残LPガス量を本回収装置による実験と同量（約34kg）

に設定した 1000kg 縦型に対して、燃焼方式による残 LP ガス回収を実施した。その結果、

バルク貯槽圧力が大気圧付近となるまでの時間は 130 分を要した。よって、燃焼方式と比

べて本回収装置による回収時間は 1/2 以下であり、本回収装置による回収時間短縮の効果

は非常に大きいことが確認できた。

2）活性炭危険性評価

LP ガスを吸着した活性炭の着火・発火の危険性を、小ガス炎法による BAM 着火性試験・

発火点測定試験・熱重量示差熱同時測定・熱重量質量分析同時測定にて評価した結果、LP

ガスの吸着または吸脱着の繰り返しによる危険性は大きな影響がなかったため、回収装置

においては、消火器の設置等 LP ガスの着火に対しての安全対策で十分であることが確認で

きた。

ただし、実用時は 100kg 以上の LPガスが吸着されていることから、LP ガスに着火した場

合、燃焼が長時間継続するため活性炭に燃え移る可能性があることを認識し火気に注意す

べきである。
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（6）ガス回収高効率化対策の検討

1）気化速度の高効率化対策

ガス回収高効率化対策として、バルク貯槽を加温することによる気化速度の高効率化対

策を検討した。そこで加温方式としてバルクジャケット方式と IH（誘導加熱）方式との比

較を行い、現地での取付・撤去が容易で全ての貯槽に設置可能であることなど、本事業で

の運用方法に適合することから、IH 方式の加温装置を採用した。表 3-1-2-2 にバルクジャ

ケット方式と IH 方式の比較を示す。

加温装置の設置により気化熱を補い気化速度の高効率化を図ることが可能であり、回収

時間が短縮されることを確認した。特に冬期の回収や残液量が多い場合また圧力が平衡に

至るまで回収を行う場合には加温装置の使用が有効である。グラフ 3-1-2-1 に加温装置の

有無による回収流量の比較を示す。

また、回収終了後にバルク貯槽の加温を継続すれば、万一、バルク貯槽内の残液が存在

していても気化させることで圧力が上昇するので、確実にバルク貯槽内が大気圧未満であ

ることを確認するための手段として利用することも考えられる。

表 3-1-2-2：バルクジャケット方式と IH 方式の比較

項目 評価項目 A. IH
B. バルク

ジャケット
補足説明

機能

性能

全ての貯

槽に対応
◎ △

A.全ての貯槽に対応可能。

B.対応できない貯槽もある。

拡張性 ○ △

A.必要に応じて加温ユニットを増減できる。

（電源供給について、台数により発電機が必要になるこ

とも考えられる。）

B.増減が困難

使い勝手

現地での

取付・撤去
◎ △

A.マグネットで貯槽に取り付ける方式であり、大変に簡便

である。

B.温水マット取り付けや温水配管工事・空気抜きが必要。

運搬・保管

の容易性
◎ △

A.コントローラと電源コード関係が主な部品であり収納は

容易である。

B.温水マットと配管の他、不凍液の回収保管も必要。

安全性

防爆性 ○ ○ A･B ともに基準を満たしており、問題ない。

電磁波 △ ◎
A.機器単独での検証及び貯槽への組込運転時の確認が

必要。

漏電 △ ◎
A.電気を使用するため、使用時に注意が必要。

（機器側での対応も必要）

省エネル

ギー性
有効加温 ◎ ○

A.貯槽鉄板を直接加熱するため高効率。

B.保温材等により熱損失を抑えている。

メンテナ

ンス性

日常点検

の省略
○ △

A･Bともに基準に基づく点検・部品交換を行う必要がある。

B.不凍液を使用するため液の確認と補充が必要。

耐久性
長期間の

安定性能
○ ○

A.設計段階での予想寿命を 7～10 年で設定。

B.配管継手部をカップリング形式とし耐久性向上。

合計ポイント 22 17 配点 ◎：3 ○：2 △：1 ×：0
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実験3-1・実験3-2比較 ／質量流量
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30 区間移動平均 (実験3-1（12月／平均外気温11.5℃／加温装置0台）)

30 区間移動平均 (実験3-2（12月／平均外気温14.7℃／加温装置1台）)

実験3-1

実験3-2

グラフ 3-1-2-1：加温装置の有無による回収流量の比較

2）活性炭経時劣化の評価

LP ガスの吸着・脱着を 300 回繰り返した場合、活性炭での回収成分の蓄積が LP ガス回収

性能に及ぼす影響は確認されなかった。よって、回収性能は回収・再生の繰り返しによる

経時劣化の影響は受けにくい。

（7）回収再生ガスの分析

1）再生方法の検討

実用化に向けて、回収したガスを再利用するため、図 3-1-2-5 のように、回収容器を減

圧するための真空ポンプ、真空ポンプにより脱着された LPガスを一時的に充てんするバラ

ンスタンク、バランスタンクに充てんされた LPガスを貯槽に加圧充てんするためのガスコ

ンプレッサを備えた再生装置を製作し、充てん所に設置した。

真空ポンプの排気速度を 500L/min から 2000L/min に増すことで再生時間が短縮されるこ

とを確認した。ただし、排気速度の増加幅（4倍）通りの効果は確認できなかったが、これ

は回収装置再生流路の配管口径が真空ポンプの吸気口径よりも小さいことが原因の一つと

考えられる。シミュレーションによると、メーカー仕様通りの排気速度が発揮されたとき

の再生時間は 45 分となり、大幅な短縮が可能である。グラフ 3-1-2-2 に実測値とシミュレ

ーションによる回収容器圧力の経時変化の比較を示す。

充てん所に設置されているガスコンプレッサを利用することで容器への充てんが可能で

ある。バランスタンクを介して真空ポンプ吐出側とガスコンプレッサ吸気側を接続し、圧

力スイッチ等の利用により、ガスコンプレッサ上流側の圧力でその運転を制御することで、

真空ポンプ・ガスコンプレッサに負荷をかけることなく運用が可能である。また、実用上

想定される条件にて、脱着したガスを充てんタンクへ液で効率良く充てんする場合は、ガ

スコンプレッサから排出された LPガスを冷却する手段が必要となる。
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シミュレーション・実測値（実験1-1・実験1-2）比較
回収容器圧力
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実験1-1／吸着量45.2kg／ISP-500×1台
（外気温18.3℃／開始温度23.9℃／開始圧力-31.7kPa(G)）

実験2-1／吸着量45.4kg／ISP-1000×2台
（外気温12.5℃／開始温度23.7℃／開始圧力-24.0kPa(G)）

シュミレーション_実験1-1／排気速度320L/min
（外気温18.3℃／開始温度23.9℃／開始圧力-31.7kPa(G)）

シミュレーション_実験2-1／排気速度450L/min
（外気温12.5℃／開始温度23.7℃／開始圧力-24.0kPa(G)）

シミュレーション／排気速度500L/min
（外気温18.3℃／開始温度23.9℃／開始圧力-31.7kPa(G)）

シミュレーション／排気速度2000L/min
（外気温12.5℃／開始温度23.7℃／開始圧力-24.0kPa(G)）

実験1-1

実験2-1
シミュレーション_実験1-1／排気速度320L/min

シミュレーション_実験2-1／排気速度450L/min

シミュレーション_実験1-1／排気速度500L/min

シミュレーション_実験2-1／排気速度2000L/min

シミュレーション条件は以下に設定する。
① プロパンモル質量M ： 0.0441 kg/mol
② 気体定数R ： 8.314 J/mol･K
③ ラングミュア定数q∞ ： 0.15 kg/kg

④ ラングミュア定数K ： 2.00×10
-5
1/Pa

⑤ 吸着熱⊿H ： 19600 J/mol
⑥ 基準温度Tref ： 25℃
⑦ 吸着材比熱容量cs ： 800 J/kg･K
⑧ 物質移動係数 ： 0.03 1/s
⑨ 活性炭量 ： 890kg

グラフ 3-1-2-2：に実測値とシミュレーションによる回収容器圧力の経時変化の比較

図 3-1-2-5：再生装置概略図



- 18 -

2）回収再生ガスの分析

回収・再生（活性炭への吸着・脱着）による LPガス成分への影響を確認した。再生ガス

は回収前のガスと比べて、その成分に大きな変化を示さず、い号液化石油ガスに該当する

ことがわかった。表 3-1-2-3 に再生ガスの主成分定量結果を示す。

ただし、着臭剤成分は回収装置に回収・再生することで、活性炭内に吸着されたままと

なり、再生ガスは着臭剤をほとんど含まない無臭ガスとなった。そのため、再生ガスの活

用については着臭剤の再添加などの措置が必要となる。一方で、活性炭に吸着された着臭

剤は回収容器の減圧では脱着されないため、一定回数以上の回収の繰り返しにより飽和し、

その後の再生ガスには着臭剤が含まれる可能性が考えられる。よって、実用化にあたって

は、再生ガスの着臭剤濃度を最適にするための検討が必要である。

表 3-1-2-3：再生ガスの主成分定量結果

（8）一体型回収システム設計製作及び性能確認試験

1）5000L 回収装置の設計製作

活性炭 HGI-162 を 2280kg 充てんした容積 5000L の回収容器と制御装置・操作箱を 4t ト

ラックに積載した一体型回収システム（以下、「5000L 回収装置」と記す。）を製作した。2000L

回収装置と同様に、熱電対・圧力計・ガス漏れ検知設備などのセンサと電磁弁を設けた制

御装置によって、作業制御・安全制御がなされる。また、制御装置はタッチパネルを備え、

作業条件の入力や作業中の温度・圧力の確認等が表示される。さらには、作業中の各計測

値の値は制御装置の記憶メディアに保存され、パソコンに出力することが可能である。



- 19 -

図 3-1-2-6：5000L 回収装置
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ガス回収ホース
接続カプラ

操作箱

経済産業省 原子力安全・保安院委託事業

平成２０年度石油ガス供給事業安全管理技術開発等

事業バルク貯槽ガス回収システム開発専用車輌

バルク貯槽ガス回収システム開発専用車輌
平成２０年度石油ガス供給事業安全管理技術開発等事業
経済産業省 原子力安全・保安院委託事業

平成２０年度石油ガス供給事業安全管理技術開発等
事業

経済産業省 原子力安全・保安院委託事業

バルク貯槽ガス回収システム開発専用車輌

マンホール

回収容器操作箱
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2）5000L 回収装置の性能確認試験

可能な限りの液回収を実施した1000kg横型バルク貯槽から1時間以内にガス回収をする

ことが確認され、さらに加温装置を使用することで回収時間を短縮できる。また、1000kg

横型バルク貯槽は残 LP ガス量・残液量が最も多いことから、残 LP ガス量が少ない他の型

式の全てのバルク貯槽に対して、1 時間以内でガス回収が可能である。グラフ 3-1-2-3 に

1000kg 横型バルク貯槽からの残ガス回収実験におけるバルク貯槽・回収容器の圧力変化を

示す。

また、5000L 回収装置の最大回収量は 105kg と推定される。このため、5000L 回収装置は

可能な限りの液回収を実施した 1000kg 横型バルク貯槽（残 LP ガス量：約 50kg）に対して、

2件連続で回収することが可能である。

090203／実験1-2／1000kg横／37.7kg充てん／加温装置1台／平均外気温13.3℃
／回収容器圧力・バルク貯槽圧力
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回収容器側圧力計

バルク貯槽側圧力計

15:11:06

圧力平衡
（52分、-74kPa(G)）

バルク貯槽側圧力計

回収容器側圧力計

グラフ 3-1-2-3：1000kg 横型バルク貯槽からの残ガス回収実験における

バルク貯槽・回収容器の圧力変化

（9）技術基準の検討

バルク貯槽の LP ガス回収システムについて、専門メンバーにより安全工学的な見地から、

設備基準、作業基準等の検討・作成を行った。その結果、「バルク貯槽ガス回収システム技

術基準 LP ガス吸着工法に係る技術基準（案）」が作成し、この技術基準については将来、

「LPガス業界の自主基準」として位置付けられることを確認した。
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3-1-3 特許出願状況等

表 3.1.3.1：特許・論文件数
要素技術 論文数 論文の被

引用度数

特許等件

数（出願を

含む）

特許権の

実施件数

ライセン

ス供与数

取得ライ

センス料

国際標準

への寄与

回収技術 0 0 1 0 0 0 0

計 0 0 1 0 0 0 0

表 3.1.3.2：論文、投稿、発表、特許リスト
題目・メディア等 時期

発表

日本液化石油ガス協議会 平成 21 年度 第 1回講習会 H.21.9.9

九州液化石油ガス協議会 講習会 H.21.9.16

関東液化石油ガス協議会 講習会 H.21.9.18

東京都エルピーガス協会 講習会（2会場） H.21.10.2・7

LP ガス IT 推進協議会 09LP ガス安全・安心・ソリューション展 パネル展示 H.21.9.8

エルピーガス協会 講習会 日程調整中

特許出願 公開番号：特開 2009-68627 「LPG 回収装置および LPG 再生装置」 H19.9.14

3-2 目標の達成度

要素技術 目標・指標 成果 達

成

度

（1）バルク貯槽設置状

況実態調査

LP ガス充てん所・事業所を

対象に、バルク貯槽設置状

況・過去の LP ガス回収事例・

充てん所の設備状況などの情

報を抽出し、分析する。

バルク貯槽ガス回収システム

開発の仕様目標となる情報が得

られ、特に製造後 20 年の告示検

査に向けて、ガス回収に関して

多くのニーズを確認した。

達

成

（2）小規模回収実験機

器設計制作

1）0.8L 回収容器

2）75L 回収容器

3）再生装置

4）500L 回収容器

都市ガスの吸着工法をバル

ク貯槽へ技術転用するにあた

り、まず、LP ガスに対する活

性炭の特性を精査する必要が

ある。そこで基礎評価を段階

的に行なえるように吸着材が

充てんされた回収容器として

三種類の小規模回収装置を設

計製作、評価し、活性炭の特

性を確認するとともに効率化

を検討、その評価も行なう。

各種回収容器を設計製作した。ま

た、活性炭の性能評価と選定を行

い、本開発に適した活性炭を選定し

た。

1）18 種類の活性炭から、吸着量・

充てん密度・入手難易度等を考慮

して選定した結果、石炭系活性炭

「HGI-162 」を選定した。

2）活性炭を冷却・加温が可能な 75L

回収容器を用いてその効果を評

価した結果、回収・再生効率に大

きな効果を上げるためには伝熱

面積を大きくすることが必要と

の結果を得た。

3）製作した再生装置を用いて、真

空ポンプの性能による再生効率

を評価した結果、回収容器容積に

対して十分大きな排気速度を持

つ真空ポンプが必要との結果を

得た。75L 回収容器に対して排気

速度 500L/min の真空ポンプを用

いると、再生に必要な時間は 20

分となることを確認した。

4）容積 500L の容器に活性炭 216kg

を充てんした 500L 回収装置を製

達

成
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作した。また、回収容器内部と表

面から活性炭を加温・冷却する冷

温熱発生装置を設置した。

（3）小規模回収装置性

能確認試験

500L 回収容器性能評価

1）冷温熱発生装置評価

2）熱交換評価

3) 分散配管評価

1）冷温熱発生装置によりガス

回収時に活性炭の温度上昇

を冷却、逆にガス再生時に

温度低下を加熱し、ガス回

収・再生における効率化の

ための改善要素を確認す

る。

2）75L 回収容器での結果によ

り500L回収容器には改良し

た冷温熱発生装置に加え

て、ガス回収時に起こるバ

ルク貯槽内でLPガスが気化

した際に発生する蒸発潜熱

（冷却）を利用する熱交換

設備を準備、評価する。

3) また、他の方法でもガス回

収の効率を確認するために

ガスを分散して吸着させる

ための分散配管を回収容器

内に設け、その性能を確認

する。

500L 回収容器を用いて、安全性・

回収再生性能・改善要素を確認し

た。

1）回収容器内部の配管設置による

活性炭充てん量の低下を補うだ

け回収性能高効率化が得られな

かったため、冷温熱発生装置は採

用しないこととした。

2）回収時に熱交換を行うことで、

回収効率はほとんど改善されな

いが、LP ガス回収容器での気化効

率は上昇した。バルク貯槽側にて

気化熱を補うための加温措置が

必要であるとの結果を得た。

3)分散配管による回収時間短縮の

効果は確認できなかったため、分

散配管は採用しないこととした。

達

成

（4）分離型回収システ

ム設計製作

充てん所には配送のための

予備車輌があり、有効利用す

るために3t程度の小型トラッ

クに 2000L の回収容器を搭載

した分離型回収システムを設

計製作する。

また、安全な作業を確保す

る目的として圧力計の値から

電磁弁の開閉・警報を行う制

御装置を設計製作し、2000L

回収装置に設置する。

活性炭 890kg を充てんした容積

2000L 回収容器と制御装置・操作箱

を 3t トラックに積載した 2000L 回

収装置を製作した。

達

成

（5）分離型回収システ

ム性能確認試験

1）2000L 回収装置基礎

性能評価

2）活性炭危険性評価

2000L 回収装置の性能及び

動作確認等を行い、システム

の安全性及び効率性を検討す

る。

1）バルク貯槽の形状毎にガス

回収量を設定し、ガス回収

に要する時間等の基礎的な

性能を確認する。

2）LP ガスを吸着した活性炭の

危険性評価を行う。

2000L 回収装置の性能確認を実施

した。また、本回収装置を使用する

条件を定め、回収対象となる残 LP

ガス量の試算を行った。

1）回収容器圧力を-90kPa(G)まで減

圧した状態で回収を開始すると

60 分で 40kg 回収可能との結果を

得た。従来の方式である燃焼方式

と比較すると回収に要する時間

は 1/2 以下となり、回収時間短縮

の効果は非常に高いとの結果を

得た。

2）回収装置においては、消火器の

設置等 LP ガスの着火に対しての

安全対策で十分であるとの見解

を得た。

達

成
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（6）ガス回収高効率化

対策の検討

1）気化速度の高効率化

対策

2）活性炭経時劣化の評

価

1)ガス回収の高効率化に向け

て課題となっている回収時

にバルク貯槽の気化が追い

つかない現象を解決するた

めにバルク貯槽を加温する

ことで気化速度の高効率化

を図る。

2）回収・再生の繰り返しが活

性炭の回収性能に及ぼす影

響を確認する。

1）気化速度の高効率化のための、

バルク貯槽加温方法について検

討した。その結果、バルクジャケ

ット方式よりも IH 方式が適して

いることを確認した。

2）LP ガスの回収・再生を 300 回繰

り返して性能比較を行った結果、

活性炭は回収・再生の繰り返しに

よる経時劣化の影響は受けにく

いとの結果を得た。

達

成

（7）回収再生ガスの分

析

1）再生方法の検討

2）回収再生ガスの分析

実用化に向けて、回収した

LP ガスの適切な再生方法、ガ

ス再利用の可能性について検

討を行う。

1）真空ポンプ排気速度と再生

効率の関係を確認し、実用

上 2 時間以内で再生できる

再生方法としてガスコンプ

レッサによる充てん所の容

器への充てんを試みる。

2）LP ガス回収後、再生した

LP ガスの成分分析を行う。

1）排気速度 2000L/min の真空ポン

プを備えた再生装置を製作した。

また、回収した LP ガスが再生装

置により、充てん所のタンクに再

生可能であることを確認した。

2）LP ガス回収後、再生した LP ガス

の成分分析を行った結果、大きな

成分変化は示さず、い号液化石油

ガスに該当することを確認した。

達

成

（8）一体型回収システ

ム設計製作及び性能確

認試験

1）5000L 回収装置の設

計製作

2）5000L 回収装置の

性能確認試験

1）一体型回収システムは出来

る限り多くのガスを回収す

ることを目指して専用車両

に搭載した 5000L 回収装置

を検討する。

2）製作した装置の性能及び動

作確認を行い、システムの

安全性・作業効率を検討す

る。

1）活性炭 2280kg を充てんした容積

5000L 回収容器と制御装置・操作

箱を 4t トラックに積載した

5000L 回収装置を製作した。

2）回収容器圧力を-90kPa(G)まで減

圧した状態で回収を開始すると

100kg 回収可能との結果を得た。

また 50kg の回収に要する時間は

1時間未満である。

達

成

（9）技術基準の検討 バルク貯槽のLPガス回収シ

ステムの実用化を目指し、専

門メンバーによる安全工学的

な見地から、設備基準、作業

基準等の検討を行う。

LP ガス業界自主基準と位置づけ

られる、「バルク貯槽ガス回収シス

テム LP ガス吸着工法に係る技術基

準（案）」を作成した。

達

成
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4. 事業化・波及効果

4-1 事業化の見通し

本開発は、現地でのバルク貯槽附属機器等の保守点検時に必要とされる LP ガス回収作業

を目的として開発されたものである。委託事業における 2 年間の研究開発において、基礎

的な評価は終了しており、最大で 100kg の LP ガスが回収可能で、かつ、回収した LP ガス

は再生装置によって、別の貯槽または容器に再充てん可能であることが確認された。今後

は、回収装置・再生装置の構成要素の簡略化とシステム化を図り、フィールドテストを繰

り返すことで、商品価値と信頼性を高めていくことが必要である。

また、バルク貯槽を開放して作業するために貯槽内の雰囲気を爆発下限界未満の安全な

雰囲気にするためには、「残 LPガス回収」の前に「液回収」、「残 LP ガス回収」の後に「窒

素置換」の工程が必要となる。事業化のためには、本開発の回収装置を応用した「液回収」

「窒素置換」方法の確立が必須となると考えられる。

上記のように、事業化に向けて開発を継続し、平成 23 年までの製品化を目指す。

4-2 波及効果

本開発の LP ガス回収装置は、トラック積載により現地まで移動することが可能であり、

その回収方法においては差圧により LPガスを気体状で回収し、回収容器内の活性炭の吸着

能力により、回収容器内の圧力を大気圧未満に保つことが可能である。また、その回収に

ついては消費とみなされ、高圧ガスの製造行為に該当しないというメリットがある。

また、平成 29 年から本格的に開始されるバルク貯槽製造後 20 年の告示検査では、設置

場所で検査することで作業手順の作成が検討されているので、燃焼をともなわない、安全・

容易・迅速な LP ガス回収方法として使用が見込まれる。

また、簡易ガス・集合住宅の共用配管などの大容量配管からの LPガス回収でも需要が見

込まれる。

5. 研究開発マネジメント・体制・資金・費用対策効果等

5-1 研究開発計画

表 5-1-1：研究開発計画
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5-2 研究開発実施者の実施体制・運営

（1）調査研究実施者の実施体制

本研究開発は、一般競争入札により、株式会社エイムテックが落札し、経済産業省から

の委託を受けて実施した。エイムテックは、研究計画の立案・調査内容の策定・調査実験・

データ収集・解析などの調査研究を実施し、その結果のとりまとめを行った。

（2）調査研究委員会等

本事業に実施にあたっては、学識経験者・関係団体・機器メーカ・ガス事業者などから

なる「バルク貯槽ガス回収システムの開発委員会」を設置し、各年 4 回開催して、研究目

標の決定・産業界における技術動向などの実情や事業の進捗状況に基づく計画目標の見直

し・事業成果の評価など、研究プロジェクトの総合的な方向性に関する審議・指導を仰い

だ。

また、新技術を用いる LP ガス回収システムについて、専門メンバーにより安全工学的な

見地から、設備基準・作業基準等の検討を行い、LP ガス業界の自主基準案を作成するため、

「バルク貯槽ガス回収システムの開発 技術基準検討ワーキンググループ」を設置した。

経済産業省（原子力安全・保安院 液化石油ガス保安課）

株式会社エイムテック

平成 19 年度バルク貯槽ガス回収システムの開発委員会

平成 20 年度バルク貯槽ガス回収システムの開発委員会

バルク貯槽ガス回収システムの開発

技術基準検討ワーキンググループ

平成 19 年度バルク貯槽ガス回収システムの開発委員会

学識経験者

委員長 東京工業大学 精密工学研究所 香川 利春 教授

委員

関東学院大学 工学部物質生命科学科 香川 詔士 教授

有限責任中間法人 吸着の研究舎 廣瀬 勉 熊本大学名誉教授

関連団体 高圧ガス保安協会、アストモスエネルギー株式会社

機器

メーカー

株式会社桂精機製作所、株式会社関東高圧容器製作所

富士車輌株式会社

関係者

経済産業省 原子力安全・保安院 液化石油ガス保安課

業務班長（課長補佐） 五十嵐 誠

業務一係長 高橋 千代子

平成 20 年度バルク貯槽ガス回収システムの開発委員会

学識経験者

委員長 東京工業大学 精密工学研究所 香川 利春 教授

委員

関東学院大学 工学部物質生命科学科 香川 詔士 教授

有限責任中間法人 吸着の研究舎 廣瀬 勉 熊本大学名誉教授

関連団体

高圧ガス保安協会、アストモスエネルギー株式会社

社団法人日本エルピーガス連合会 （株式会社サイサン）

社団法人全国エルピーガス卸売協会（サンリン株式会社）

機器

メーカー

株式会社桂精機製作所、株式会社関東高圧容器製作所

陽品運輸倉庫株式会社

関係者

経済産業省 原子力安全・保安院 液化石油ガス保安課

業務班長（課長補佐） 五十嵐 誠

業務一係長 高橋 千代子
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機器

メーカー

委員長 株式会社ミツウロコ 保安統括室 保安企画部 飯田 正史 部長

委員
富士工器株式会社、日本車輌製造株式会社、矢崎総業株式会社

株式会社宮入バルブ製作所、株式会社サイサン、株式会社ハマイ

研究

委員

社団法人全国エルピーガス卸売協会 保安技術部

部長 斎藤 均

北邨 真智子

関係者

経済産業省 原子力安全・保安院 液化石油ガス保安課

業務班長（課長補佐） 五十嵐 誠

業務一係長 高橋 千代子
＊ 旧卸協（現エルピーガス協会）への再委託により実施した。

5-3 資金配分

本事業は、2年間で 1.3 億円を投入して実施したプロジェクトであり、次表にその予算配

分・推移を示す。

表 5-3-1：資金配分
（単位：百万円）

要素技術 平成 19 年度 平成 20 年度 合計

①バルク貯槽設置状況実態調査 2.6 - 2.6

②小規模回収実験機器設計製作 22.7 - 22.7

③小規模回収装置性能確認試験 5.8 - 5.8

④分離型回収システム設計製作 28.9 - 28.9

⑤分離型回収システム性能確認試験 - 22.8 22.8

⑥ガス回収高効率化対策の検討 - 4.7 4.7

⑦回収再生ガスの分析 - 1.9 1.9

⑧一体型回収システム設計製作

及び性能確認試験
- 38.9 38.9

⑨技術基準の検討 - 1.7 1.7

合計 60 70 130

平成 19 年度では、吸着技術の基礎データを得るための機器製作・評価（②・③）と試作

機（④）の製作に主な資金配分を行った。平成 20年度では、前年度よりも実用的な条件で

の評価・高効率化検討・安全性検討（⑤・⑥・⑦）と大容量の試作機製作（⑧）について

重点的に配分した。

5-4 費用対効果

本事業は、総額 1.3 億円を投じて実施したプロジェクトである。

現在、バルク貯槽からの LP ガス回収は、貯槽撤去や附属品の交換等実施されているが、

その方法は主に「移充てんによる方法」と「移動式製造設備よる方法」である。「移充てん

による方法」は、多数の空容器を必要とし、その回収に時間と手間を要することからその

危険性も指摘される。また、「移動式製造設備による方法」では、高圧ガスの製造行為とな
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るため、十分な保安距離を確保する必要がある。また、バルク貯槽製造後 20 年経過時の告

示検査の開始もせまっており、年間 2 万基ペースでその対象となるバルク貯槽が存在して

いる。よって、事業者からは、安全かつ容易に回収可能な LP ガス回収システムの確立が望

まれている。

本事業による LP ガス回収システムが確立することで、LP ガス回収の際の安全性が増し、

回収時間の短縮も図れるため、事業者・LP ガス消費者の負担軽減は確実である。また、回

収した LP ガスは、本来燃焼処理される LP ガスであるが、本システムによると、回収した

LP ガスを再生装置で再利用することが可能であり、省エネルギーの観点からも、社会に大

きく貢献するものと考えられる。また、バルク貯槽設置先で「火」を使わないことによっ

て、LP ガス＝危険という悪いイメージが払拭される。

5-5 変化への対応

研究開発を実施した 2 年間において、研究開発に影響を及ぼすような社会的・技術的情

勢の変化はなかったが、情勢の変化が起こった場合にも対応できるよう情報収集を行いな

がら、LPガス回収システムの確立（＝事業化）を目指して開発を継続していく。

特に、本システムの主なターゲットである、バルク貯槽の告示検査については、平成 21

年度石油ガス供給事業安全管理技術開発等事業により「バルク貯槽 20年検査体制導入整備

調査研究」が開始され、告示検査の技術に関する調査や告示検査手順書の作成を検討して

おり、その動向について確認しながら、対応可能なシステムを目指す。
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バルク貯槽ガス回収システム技術基準

ＬＰガス吸着工法に係る技術基準（案）

第１章 総 則

1.1 目 的

1.2 適用範囲

1.3 用語の定義

1.4 関係法令及び適用規格

第２章 ガス回収

2.1 ガス回収の概要

2.2 回収装置

2.3 回収装置の各部の名称

2.4 その他回収装置の機器類の固定・運搬方法

2.5 設 備

2.6 安全装置

第３章 ガス回収に係る作業の内容、方法及び維持管理

3.1 ガス回収作業

3.2 維持管理

3.3 点 検

3.4 運行上の安全

第４章 ガス再生

4.1 ガス再生の概要

4.2 再生装置

4.3 再生装置の名称

4.4 安全装置

第５章 ガス再生に係る作業の内容、方法及び維持管理

5.1 ガス再生作業

参考資料１
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第１章 総則

1.1 目 的

本基準は、ＬＰガス吸着工法によるバルク貯槽ガス回収システム（以下「ガス回

収システム」という。）を用いてバルク貯槽のガス回収及びガス再生に関する作

業を安全かつ適切に実施するために、法定遵守事項に加え、保安上実施すること

が望まれる措置を定め、ＬＰガス回収作業時における災害防止を図り、もって公

共の安全に資することを目的とする。

1.2 適用範囲

本基準は、ＬＰガス吸着工法によるバルク貯槽ガス回収システムの構造及びその

装置を取扱う作業に適用する。

1.3 用語の定義

本基準において使用する用語の定義は、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適

正化に関する法律（以下「液化石油ガス法」という。）で定めるほか、次のとお

りとする。

① ガス回収：

ＬＰガスを回収装置に移動して、バルク貯槽の圧力を大気圧以下にすること

をいう。

② ＬＰガス吸着工法：

バルク貯槽と回収容器との差圧を利用して、バルク貯槽内のＬＰガスを回収

容器に移動させ、回収容器に充てんされた吸着材の吸着能力を用いて回収容

器にＬＰガスを貯蔵する方法をいう。

③ 回収装置：

吸着材の吸着能力によってバルク貯槽のＬＰガスを回収する装置のことを

いう。

④ 回収作業者：

回収作業の教育を受けた者で、回収装置によりバルク貯槽からＬＰガスを回

収する作業を行う者をいう。

⑤ バルク貯槽：

充てん設備からＬＰガスの供給を受けるための貯槽（地盤面に対して移動で

きないもの）であって、液化石油ガス法施行規則第１条第２項第２号に規定

する貯蔵能力 3,000 ㎏未満で、均圧弁を装備したもの、あるいは装備可能な

ものとする。同規則第１条第２項第１号に規定される貯槽は含まれない。

⑥ 附属機器：

液化石油ガス法規則第１９条第３号ハ（１）から（７）に掲げる機器（安全

弁・液面計・過充てん防止装置・カップリング用液流出防止装置を取り付け

た液取入弁・ガス放出防止器又は緊急遮断装置を取り付けたガス取出弁・ガ
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ス放出防止器又は緊急遮断装置を取り付けた液取出弁・均圧弁）をいう。

⑦ 吸着材：

活性炭・シリカゲル・ゼオライト等、ガスを吸着可能な細孔をもつ多孔体の

材料をいう。

⑧ ガス再生：

回収容器を減圧し、回収したＬＰガスを吸着材から脱着し、再利用（再生）

することをいう。

⑨ 減圧手段：

回収容器を減圧するための真空ポンプ等をいう。

⑩ 再生装置：

減圧手段を使用してＬＰガスを回収した容器を減圧してＬＰガスを吸着材

から脱着し、さらに脱着したＬＰガスを加圧して充てん所の貯槽等にＬＰガ

スを戻す装置をいう。

⑪ 再生作業者：

充てん所保安係員の指示のもとか、保安係員が任命した者の立合いでＬＰガ

スの再生作業を行う者をいう。

1.4 関係法令及び適用規格

本基準に規定されていない内容は、関係法令及び適用規格に準拠する。

第２章 ガス回収

2.1 ガス回収の概要

回収装置とバルク貯槽を回収ホースで接続して、その差圧を利用してバルク貯槽

から回収装置へガスを移動させて、吸着材の吸着能力により貯蔵することで、バ

ルク貯槽の圧力が大気圧以下になるまでＬＰガスの回収を行う。

2.2 回収装置

バルク貯槽に残るＬＰガスを吸着材の吸着能力によって、回収することができる

機能を有するように製作された装置で、2.3 項の機器類から構成される。
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図 1：回収装置の系統図例（回収作業中）

2.3 回収装置の各部の名称

この基準で使用する各部の名称は次による。

① 車両 ········ 回収容器・操作箱・回収ホース収納箱・制御装置を搭載する。

② 回収容器····· 吸着材が充てんされている。

③ 操作箱 ······ 制御用センサ（圧力計・ガス漏れ検知設備）・回収流路・再

生流路が設置されている。

④ 回収ホース収納箱…回収ホースが収納される。

⑤ 制御装置····· 電磁弁の開閉を行う。

警報ブザー・警告灯による注意・警告を行う。

作業状況を確認するためのデータ収集を行う。

2.4 その他 回収装置の機器類の固定・運搬方法

① 車両上における回収装置の機器類の固定

機器類は車両に搭載し、運搬するため、運搬時の振動及び衝撃により動かな

いように固定すること。

・車両の最大積載量を超えて搭載しないこと。

・回収容器は、車両と十分な強度を有するロープ、ワイヤロープ、荷締め器、

ネット等（以下、ロープ等と記す。）を使用して確実に緊縛すること。

・車両の側板は正常な状態に閉じた上、確実に止金を掛けること。

② 車両の運転について

・運転中は、機器類を固定したロープ等に多大な力が加わらないように、加
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速・減速等またはカーブ等の運転には十分注意すること。

・車両の運転にあたっては、道路交通法等の法令についても遵守すること。

図２．回収装置車両図の例

2.5 設備

① 回収容器

100kPa（G）以上の気密性能を十分に保たれる構造とし、負圧及び車両の走

行時の振動に十分耐え得る構造とする。

② 回収ホース

ＬＰガス回収ホースは日本工業規格 K6347(1995)に規定される鋼線編組式ホ

ースとする。また、ホース内部圧力が負圧の状態でホースが変形しないこと

及び外部から空気等が混入しないものであること。

③ 調整器

調整器は供給機器工業会自主基準ＪＬＩＡ－Ｂ－２（平成 18 年 12 月改訂）
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に規程される二段減圧式分離型一次調整器とし、３０ｋｇ/ｈを超える容量の

もので－９９ｋＰａの圧力に耐えるものとする。

調整器の調整圧力は１００ｋＰａ以下とすること。

④ 高圧ガス配管

高圧ガス配管は、高圧ガス保安協会自主基準 KHK S 0801(2004) 高圧ガス配

管に関する基準に従い設計、施工するものとする。

⑤ 操作箱

高圧ガス保安法令関係例示基準液石則関係第４８節「附属品操作箱」の基準

に準ずる。

⑥ 消火設備ならびに資材等

消火器、携行資材及び工具等は、高圧ガス保安法令関係例示基準液石則関係

第５３節「充てん容器等の移動時に携行する消火設備並びに資材等」の基準

に準ずる。

⑦ 警戒標

・ＬＰガス回収作業中、ＬＰガス再生作業中、及び火気厳禁の標示

標識は、ＬＰガスの回収作業中又は再生作業中であること及びその付近で

の火気使用を禁止する旨の標示が第三者に明瞭に識別できるものである

こと。

⑧ 表示

回収装置の見やすい箇所に「ＬＰガス回収車」、及び朱書きで「火気厳禁」

を表示すること。

2.6 安全装置

ガス回収作業中のトラブルや事故など、不測の事態によるガス回収装置への空気

の混入、ガス漏れ、回収容器の圧力上昇を防ぐために以下の安全装置を設置する。

① 緊急停止スイッチ

緊急停止スイッチは、回収装置の操作箱から離れた位置に設けた固定式のも

のを設置する。緊急停止スイッチを作動した場合、回収・再生流路に設けた

電磁弁の閉止を行い、警報を発するもの又は表示するものとする。

② ガス漏れ検知設備

操作箱内には、附属機器及び配管から漏れたガスを検知するガス漏れ検知設

備を設置する。回収・再生作業中に漏れたガスの濃度が爆発下限界の 1/4 以

下に達した時に、回収・再生流路に設けた電磁弁の閉止を行い、警報を発す

るもの又は表示するものとする。

③ 圧力異常停止装置

操作箱内には、圧力センサの値により回収流路に設けた電磁弁の開閉操作を

行う制御装置を設置する。回収時に回収容器内の圧力が設定した値を超えた

場合、回収流路に設けた電磁弁の閉止を行い、警報を発するもの又は表示す

るものとする。
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第３章 ガス回収に係る作業の内容、方法及び維持管理

3.1 ガス回収作業

（１）ガス回収作業前

① 回収装置の停止位置等

回収装置を停止する場合には、その位置が、次に掲げる事項が満足できる場

所であることを確認して行わなければならない。

a）回収装置及びバルク供給設備の周辺 2ｍ以内に火気等がないこと。

② 回収装置の駐車中の保安措置等

回収装置の停車後、回収作業者は次の措置を講じること。

a）エンジンを停止し駐車ブレーキをかけ、非常点滅表示灯を点灯すること。

b）車輪に輪止め等を設け、車両を固定すること。

c）「ＬＰガス回収作業中」及び「火気厳禁」の標識を掲げること。

d）回収装置に設置した消火器が直ちに使用できるように準備すること。

e）回収装置に装備された圧力計等の保安機器の状態を点検し、故障がない

ことを確認する。

③ バルク貯槽の設置状態の確認

a）バルク貯槽が基礎上に確実に設置され、安全に回収が行えることをあら

かじめ確認する。

b）バルク貯槽内に残るＬＰガス量が、回収装置の性能以下であることを確

認する。

④ 回収ホースの保護

a）回収ホースをバルク貯槽まで引き延ばした状態で、当該回収ホース等の

上を車両が通過しないように措置すること。

b）回収ホースを取りまわす際は、からみ、引っ掛かり等により必要以上の

荷重が当該回収ホースに作用しないよう注意すること。

⑤ 回収ホースの接続

a）バルク貯槽に設けた均圧用カップリング（プラグ）を接続する前に、接

続する部分からＬＰガスの漏えいがないことをあらかじめ確認すること。

b）回収ホースの均圧用カップリング（ソケット）のキャップを外す時は、

ブリーダ弁を開いて圧力がないことを確認してから行うこと。

c）回収ホースの均圧用カップリング（ソケット）とバルク貯槽に設けた均

圧用カップリング（プラグ）を接続後、接続部分にＬＰガスの漏えいが

ないことを確認する。

（２）ガス回収作業中

① 回収装置を起動するとき及び運転中は、異常があった場合に直ちに作業を停

止できるように緊急停止スイッチが操作できる状態で行うこと。

② 回収装置の圧力を確認する。
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③ 緊急時対応

a）回収作業者は、ガス回収作業中に異常を感じた場合、通常のガス回収と

異なる事象が生じた場合又は適切にガス回収ができないと判断した場合、

直ちにガス回収作業を中止し、適切な修理等の応援が得られる場所に移

動すること。

b）ガス回収作業中において、ＬＰガスの漏えい、火災等の災害が発生した

場合の緊急連絡体制及び具体的な緊急措置内容について、ガス回収事業

者があらかじめ整備しておくこと。

④ ガス回収終了の確認は、バルク貯槽の圧力が再び上昇しないことを確認して

終了とする。

（３）ガス回収作業後

① ガス回収作業が終了した後、バルク貯槽に設けた均圧カップリングから回収

ホースを取り外し、カップリングに異常がないことを確認した後、キャップ

を装着しブリーダ弁を閉じること。

② 回収ホースの収納

a）回収ホースの取りまわしは、必要以上の荷重が回収ホース等に作用しな

いように注意すること。

b）回収ホースの収納については、回収装置内の適切な位置に収納すること。

③ 回収装置の点検等

圧力計・ガス漏れ検知設備が正常な状態にあることを確認する。

④ その他ガス回収作業終了後の措置

a）カップリングのキャップが確実に取り付いていることを確認すること。

b）ブリーダ弁が確実に閉じていることを確認すること。

c）プロテクターのふたが施錠されていたものは、確実に施錠しなおすこと。

d）回収装置のバルブの開閉状態が正規の状態であるか確認すること。

e）消火器・輪止め等を回収装置内に収納すること。

f）必要に応じ、ガス回収記録（実施日時・ガス回収先・ガス回収量等）を

記録簿等に記録すること。

g）警戒標を収納すること。
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（４）ガス回収作業の流れ

No 操作内容

回収装置

の停車

1 回収装置を停車する。

2 エンジンを停止する。

3 駐車ブレーキを引く。

4 非常点滅表示灯を点灯する。

5 制御装置により、圧力計・ガス漏れ検知設備の値が正常であることを確認する。

6 輪止めを施す。

7 警戒標を掲示する。

8 消火器を準備する。

9 バルク貯槽の設置状況を確認する。

10 バルク貯槽内の残ＬＰガス量が回収可能な量であることを確認する。

回収ホー

スの接続

11 回収ホースを回収ホース収納箱からバルク貯槽まで引き出す。

12 回収ホース上を車両が通過しないように措置する。

13 バルク貯槽の均圧用カップリングのキャップを外す。

14 回収ホースのカップリングのブリーダ弁を開き、キャップを外す。

15 カップリングを接合する。

16
均圧弁を一度開閉して、カップリング内を大気圧以上とし、その接続部分

でＬＰガスの漏えいがないことを確認する。

回収作業

開始

17 均圧弁・カップリング及び回収流路のバルブを開く。

18 制御装置の回収開始ボタンにより、電磁弁を開く。

回収中

回収作業

終了

19
バルク貯槽側圧力計の値が所定圧力（大気圧未満）に到達したら、制御装

置の回収終了ボタンにより、電磁弁を閉じる。

20

電磁弁を閉じてもバルク貯槽側圧力計の値が所定圧力（大気圧未満）であ

れば、回収終了とする。

バルク貯槽側圧力計の値が大気圧以上となれば、再度電磁弁を開き、回収

を継続する。

21 回収流路のバルブ・カップリング及び均圧弁を閉じる。

回収ホー

スの離脱

22 カップリングを分離する。

23 回収ホースのカップリングにキャップを取り付け、ブリーダ弁を確実に閉じる。

24 バルク貯槽のカップリングにキャップを取り付ける。

25 回収ホースを回収ホース収納箱に収納する。

車両の移動

26 周囲にガスの滞留のないことを確認する。

27 輪止め・警戒標・消火器を収納する。

28 ガス回収記録を記録する。
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3.2 維持管理

回収装置は、日常及び定期的に点検、整備を行い、不完全な箇所があれば直ちに

修理して常に最良の状態に保たなければならない。

3.3 点 検

（１）日常点検

① 運転前車両の日常点検

車両の点検は、道路運送車両法に基づく自動車運行前点検基準（運輸省令第

223 号）により行う。

なお、異常が認められた場合は、速やかに修理をすること。点検の詳細につ

いては、別表－１「運転前車両の日常点検」を参照のこと。

② 回収装置の移動開始前及び移動終了時の日常点検

移動開始及び一日の作業が終了し、車庫に保管後車庫を離れる場合に点検を

行う。なお、異常が認められた場合は、速やかに修理その他危険を防止する

措置を講じること。

点検の詳細については、別表－２「移動開始前及び移動終了時の日常点検」

を参照のこと。

③ ガス回収作業開始前及び終了後の日常点検

ガス回収作業前と終了後に点検を行う。なお、作業前に異常が認められた場

合は、ガス回収作業を中止し、速やかに修理その他危険を防止する措置を講

じること。点検の詳細については、別表－３「ガス回収作業開始前及び終了

後の日常点検」を参照のこと。

（２）定期点検

① 車両の定期点検

道路運送車両法による自動車検査登録制度により行うこと。

② 回収装置の定期点検

回収装置の定期点検は法的な規制はされていない。しかし、取り扱うガスが

ＬＰガスであることを認識し、安全確保の上で常に正常な状態を維持管理す

ることが必要である。したがって、別表－４「回収装置の定期点検」により

定期的に点検を行うことが望ましい。

（３）修理、清掃等

回収装置に係る本技術基準を適合維持するために実施する修理（緊急を要し

ないものに限る。）又は清掃（以下「修理等」という。）及びその後の使用は、

次に掲げる基準により保安上支障のない状態で行うこと。

① 修理等をするときは、あらかじめ、修理等の作業計画を作成し、かつ、当該

作業に係る責任者を定め、当該責任者の監督の下、当該作業計画に基づき修

理等を適切に行うこと。

② 修理等を実施中、異常があったときは、直ちにその旨を当該責任者に通報す

ること。また、本措置のための通報連絡体制についてもあらかじめ定めてお
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くこと。

③ 修理等をするときは、あらかじめ、回収装置内のＬＰガスをＬＰガスと反応

しにくい不燃性のガス又は液体で置換する等、危険を防止する措置を講ずる

こと。

ＬＰガスが残留している恐れがある状態でやむを得ず修理を行う場合には、

次の事項に留意すること。

a）マッチ、ライター等の所持及び喫煙をしてはならない。

b）火気を用いる作業を行ってはならない。

c）作業の場所は、通風の良い環境を選び、ガス検知警報器で周囲にガスが

存在していないことを確認しなければならない。

d）電気機器、灯火等は防爆型のものを使用することが望ましい。

e）工具類はベリリウム銅合金等、火花を発しない安全工具を使用すること

が望ましい。

f）設備ならびに作業員の静電気を除去する措置を講じることが望ましい。

④ 修理等終了後の回収装置は、正常に作動することを確認した後でなけれ

ば使用してはならない。

3.4 運行上の安全

① 一般的注意事項

運転者は、回収装置内に可燃性のＬＰガスがあることを常に認識し、一般公

道を移動（走行）する関係上、移動中に万一事故等による火災、爆発等の災

害が発生した場合の社会的な影響及び第三者に及ぼす被害の重大性を考慮

し、取り扱いのみならず移動に関しては、次に掲げる事項を念頭におき安全

運行に努めなければならない。

② 安全運転

運転者は、交通安全の一般的規制を遵守し、事故防止について細心の注意を

払い常に安全運転を心掛けねばならない。車両の整備はもちろんのこと、運

転者自身の健康管理にも注意する必要があり、特に過労による「居眠り運転」

につながるような生活は改善しなければならない。

交通規則の他、次の点に注意すること。

a) 回収容器内に常に吸着材があることから一般貨物と異なり、カーブを曲

がる時など重心移動が大きいため、制限速度は遵守すること。

b) 重心移動に加え車両の重量が重いことから、急ブレーキが効きにくいこ

ともあるため、車間距離は十分とること。

c) 追随車にも気を配り、特にコンクリート電柱運搬車、クレーン車、鋼材

運搬車等が後方についた時は、万一の追突による回収容器等の損傷を未

然に防止する意味からも道をゆずり、先に走行してもらうことも考慮し

ておくこと。

d) 付近に火災が発生している場合は、離れた位置で退避するか迂回して走



- 39 -

行すること。

e) 雷雨、荒天時等視界が不良な状況では安全な場所に駐車し、天候の回復

を待つこと。

③ 禁煙

運転中、あるいは駐停車中でも許可された場所以外では喫煙してはならない。

許可された場所であっても喫煙後は吸い殻を所定の灰皿に入れ、消火を確保

する必要がある。

④ 駐車

移動（輸送）途中、駐車する場合は、保安物件が密集する地域を避け、かつ、

交通量が少ない安全な場所及び他の車両の移動に支障がない場所を選び、駐

車しなければならない。回収装置は一般車両と同様道路交通法が適用され、

駐停車禁止場所では交通違反になるため、ルールは遵守する必要がある。

また、乗務員は車両から離れないようにすること。食事その他やむを得ず車

両から離れる場合は、常に目の届く範囲に居るようにしなければならない。

なお、やむを得ず坂道に止める場合は、駐車ブレーキを確実にかけ、輪止め

をタイヤに挟む等無人の状態で車両が絶対に移動できないよう配慮するこ

と。

⑤ 回収装置を移動するときは、移動中の災害防止のために必要な注意事項を記

載した書面を運転者に交付し、移動中携帯させ、これを遵守させること。（イ

エローカード）

第４章 ガス再生

4.1 ガス再生の概要

回収容器を減圧手段で減圧し、ＬＰガスを吸着材から脱着させ、脱着したＬＰガ

スをバランスタンクに貯留させ、ガスコンプレッサで吸引・加圧し、充てん所の

貯槽などに再生を行う。

4.2 再生装置

回収装置で回収したＬＰガスを吸着材から脱着させ、そのＬＰガスを充てん所の

貯槽などに再生させることができる機能を有するように製作をした装置で 4.3 項

の機器類から構成される。
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図 3：再生装置の系統図例（再生作業中）

4.3 再生装置の名称

この基準で使用する各部の名称は次による。

①減圧手段 ········ 回収容器を減圧するための真空ポンプ等のことをいう。

②バランスタンク··· 脱着したＬＰガスを一時的に貯留させるタンクのことを

いう。

③ガスコンプレッサ· バランスタンクに貯留したＬＰガスを吸引・加圧するコン

プレッサのことをいう。

④充てん所貯槽····· ガスコンプレッサにより加圧したＬＰガスを充てんする

貯槽のことをいう。

4.4 安全装置

ガス再生作業中のトラブルや事故など、不測の事態による再生装置への空気混入、

ガス漏れを防ぐために以下の安全装置を設置する。

①緊急停止スイッチ

緊急停止スイッチは、回収装置の操作箱から離れた位置に設けた固定式のもの

を設置する。緊急停止スイッチを作動した場合、回収・再生流路に設けた電磁

弁の停止を行い、警報を発するもの又は表示するものとする。

②ガス漏れ検知設備

操作箱内には、附属機器及び配管から漏れたガスを検知するガス漏れ検知設備

を設置する。回収・再生作業中に漏れたガスの濃度が爆発下限界の１／４以下

に達した時に、回収・再生流路に設けた電磁弁の閉止を行い、警報を発するも

の又は表示するものとする。
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第５章 ガス再生に係る作業の内容、方法及び維持管理

5.1 ガス再生作業

（１）回収装置の駐車中の保安措置等

① 回収装置の駐車中の保安措置等

回収装置の停車後、再生作業者は次の措置を講じること。

a）エンジンを停止し駐車ブレーキをかける。

b）車輪に輪止め等を設け、車両を固定すること。

c）「ＬＰガス再生作業中」及び「火気厳禁」の標識を掲げること。

d）回収装置に設置した消火器が直ちに使用できるように準備すること。

e）回収装置に装備された圧力計等の保安機器の状態を点検し、故障がない

ことを確認する。

（２）ガス再生作業中

① 再生装置を起動するとき及び運転中は、漏えい等の異常があった場合に直ち

に作業を停止できるように緊急停止スイッチが操作できる状態で行うこと。

② バランスタンクの圧力を確認する。

③ 再生装置の圧力、及び温度を確認する。

④ 真空ポンプ・ガスコンプレッサが正常に動いていることを確認する。

⑤ 緊急時対応

a）再生作業者は、ガス再生作業中に異常を感じた場合、通常のガス再生と

異なる事象が生じた場合又は適切にガス再生ができないと判断した場合、

直ちにガス再生作業を中止し、適切な修理等の応援が得られる場所に移

動すること。

b）ガス再生作業中において、ＬＰガスの漏えい、火災等の災害が発生した

場合の緊急連絡体制及び具体的な緊急措置内容について、ガス再生事業

者があらかじめ整備しておくこと。

（３）ガス再生作業後

① 回収装置の点検等

圧力計・ガス漏れ検知設備が正常な状態にあることを確認する。

② その他ガス再生作業終了後の措置

a）回収装置のバルブの開閉状態が正規の状態であるか確認すること。

b）消火器・輪止め等を回収装置内に収納すること。

c）必要に応じ、ガス再生記録（実施日時・ガス再生先・ガス再生量等）を

記録簿等に記録すること。

d）警戒標を収納すること。
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（４）ガス再生作業の流れ

No 操作内容

回収装置の停車

1 回収装置を停車する。

2 エンジンを停止する。

3 駐車ブレーキを引く。

4
制御装置により、圧力計・ガス漏れ検知設備の値が正

常であることを確認する。

5 輪止めを施す。

6 警戒標を掲示する。

7 消火器を準備する。

8 再生装置の設置状況を確認する。

再生ホースの接続

9 再生装置から回収装置まで再生ホースを引き出す。

10
再生装置のカップリング（ソケット）と再生流路のカ

ップリング（プラグ）を接合する。

再生作業開始

11 再生装置・再生流路のバルブを開く。

12 減圧手段の運転を始める。

13 制御装置の再生開始ボタンにより、電磁弁を開く。

14 ガスコンプレッサの運転を始める。

再生中

再生作業終了
15

回収容器側圧力計の値が所定圧力に到達したら、ガス

コンプレッサ・真空ポンプの運転を終了し、制御装置

の再生終了ボタンにより電磁弁を閉じる。

16 再生装置・再生流路のバルブを閉める。

再生ホースの離脱 17 カップリングを分離する。

車両の移動

18 周囲にガスの滞留のないことを確認する。

19 車止め・警戒標・消火器を収納する。

20 ガス再生記録を記録する。
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回収装置の日常及び定期点検表

（１）運転前車両の日常点検 （別表－1）

点検項目 点検内容 点検結果

前日の異常箇所 当該箇所の
異常

前日または前回の運行中に異常を認めた箇所について、運行に支障
がないか点検する。

運
転
席
の
点
検

ブレーキペダ
ル

踏みしろ、
ブレーキの
きき、
片ぎき

ペダルをいっぱいに踏み込んだとき、床板とのすき間（ふみ残しし
ろ）や踏みごたえが適当であるかを点検する。
床板とのすき間が少なくなっている時や踏みごたえがやわらかく
感じるときは、ブレーキ液の漏れ、空気の混入によるブレーキのき
き不良や片ぎきの恐れがある。

駐車ブレーキ
およびレバー

引きしろ レバーをいっぱいに引いたとき、引きしろが多すぎたり、少なすぎ
たりしないかを点検する。

燃料装置 ※燃料の量 エンジンスイッチを入れ、燃料計により燃料の量が十分であるかを
確認する。

◎空気圧力計 空気圧力の
上がり具合

エンジンをかけ、空気圧力の上がり具合が極端に遅い等の異常がな
いかを点検する。

空気圧力 エンジンをかけ、空気圧力が圧力計の表示された範囲にあるかを点
検する。

◎ブレーキバルブ 排気音 ブレーキペダルを踏み込んで離した場合に、ブレーキバルブから排
気音が正常であるかを点検する。

バックミラー 写影 運転席から見て、後方や側方の状況が十分に確認できるかを点検す
る。

アンダーミラ
ー

写影 運転席から見て、車の直前や左側の状況が十分に確認できるかを点
検する。

エ
ン
ジ
ン
ル
ー
ム
の
点
検

ブレーキのリ
ザーバタンク

液量 ブレーキオイル用タンク内の液量が不足していないか点検する。

ラジエターの
冷却装置

※水量 ラジエター用のリザーバタンク内の水量が不足していないか点検
する。
リザーバタンクの無いものは、ラジエターキャップを外して点検す
る。

水漏れ ラジエター本体およびラジエターホースなどから水漏れがないか
を点検する。

潤滑装置 ※エンジン
オイルの量

オイルの量がオイルレベルゲージに示された範囲にあるかを点検
する。

ファンベルト ※張り具合、
損傷

（１）ベルトの中央部を手で押し、ベルトが少したわむ程度である
ことを点検する。
（２）ベルトに損傷がないかを点検する。

車
の
周
囲
か
ら
の
点
検

灯火装置、
方向指示器

点滅具合、汚
れ、損傷

（１）エンジンキーを入れ、前照灯、尾灯、番号灯、制動灯、車巾
灯などの点灯装置や方向指示器の点滅具合が不良でないかを点検
する。
（２）レンズに汚れや損傷がないかを点検する。

タイヤ 空気圧 タイヤの接地部のたわみ状態により、空気圧が不足していないかを
点検する。

き裂、損傷 タイヤの接地面や側面に、著しいき裂や損傷がないかを点検する。

異常な摩耗 タイヤの接地面が異常に摩耗していないかを点検する。

金属片、石な
ど異物

タイヤの接地面や側面に、釘、石その他異物が刺さったり、くい込
んだりしていないかを点検する。

※溝の深さ 溝の深さに不足がないかを、ウエアインジケータなどにより点検す
る。

反射板 汚れ損傷 反射板に汚れや、損傷がないかを点検する。

自動車登録番
号標または車
両番号標

自動車登録番号標または車両番号標に汚れや、損傷がないか、確実
に取り付けられているか、また、番号などが明確に表示されている
かを点検する。

◎エアータン
ク

タンク内の
凝水

ドレンコックを開いて、タンク内に水が溜まっていないかを点検す
る。
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備考１．※印の点検項目は、80 ㎞／時以上で走行できる高速道路などを走行する予定がな

い場合には、行わなくてもよいものを示す。

２．◎印の点検箇所は、エアーブレーキが装着されている場合には点検を行う。
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（２）移動開始前及び移動終了時の日常点検 （別表－2）

点検項目 点検内容 点検結果

前 後

車両関係 運行前点検（運輸省告示参照）で異常はないか。

警戒標 「火気厳禁」等の表示は明瞭で汚損等はないか。

回
収
容
器

外面 打痕、スリ傷、塗装の剥がれ、錆の発生等はないか。

マンホール １．ボルトの取付に緩みはないか。

２．漏れの有無確認

表示関係 「ＬＰガス回収車」「火気厳禁」の表示は明瞭で汚損はないか。

操作箱 １．開閉が容易で変形損傷がなく、ロック装置に異常はないか。

２．内部の清掃（油付着のウェス等自然発火のおそれのあるものはおか
ない）

弁
類
等

電磁弁 １．閉止状態確認（圧力計元弁除く）

２．グランド部、シート部の漏れはないか。

調整器 １．キャップは外れていないか。

２．漏れの有無確認

計
器
類

圧力計 １．接続部に漏れはないか。

２．ガラスに損傷がなく指示値は正常か。

配管 １．変形、錆、漏れはないか。

２．ボルトの緩み、腐食はないか。

回
収
ホ
ー
ス

回収ホース １．摩擦状態、膨らみ、異常なねじれはないか。

２．漏れはないか。

カップリング １．漏れ、変形、損傷はないか。

２．キャップは閉じてあるか。

３．脱着は容易か。

４．操作レバーの機能は正常か。

５．Ｏリングは損傷していないか。

安
全
装
置
関
連
機
器

緊急停止スイッチ 変形、損傷がなく、制御装置にて正常動作を確認

ガス漏れ検知設備 変形、損傷がなく、制御装置にて正常動作を確認

圧力異常停止装置 制御装置にて正常動作を確認

警報表示関係 ブザー等は正常状態にあるか。

消火器 １．取り付けは確実か。

２．脱着金具の機能は正常か。

携行資材等 品目、数量などはそろっているか。

必要書類 イエローカード（注意書面）、資格証等は携行しているか。
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（３）ガス回収作業前及び終了後の日常点検 （別表－3）

点検項目 点検内容 点検結果

前 後

弁

類

等

電磁弁 漏れがないこと。（開閉時）

確実に閉止されていること。（終了後）

開閉操作に異常がないこと。（開閉時）

計

器

類

圧力計 指示値が正常であること。

配管 漏れがないこと。（作業前後）

カップリング Ｏリングに損傷がないこと。（キャップ取り外し時）

確実に取り付けること。（終了後）

操作箱 ロック装置が損傷していないこと。（発進前）
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（４）回収装置の定期点検 （別表－4）

点検項目 点検内容 点検結果

警戒標 「火気厳禁」等の表示は明瞭で汚損等がないこと。

回
収
容
器

外面 打痕、スリ傷、塗装の剥がれ、錆の発生等がないこと。

マンホール １．ボルトの取付に緩みがないこと。

２．漏れの有無確認

表示関係 「ＬＰガス回収車」「火気厳禁」等の表示は明瞭で汚損がないこと。

付属品操作箱 １．開閉が容易で変形損傷がなく、扉は確実にロックできること。

２．内部の清掃。（油付着ウェス等自然発火のおそれのあるものはおか
ない）

弁
類

止め弁 １．完全閉止点検、閉止操作がスムーズであり、ガタがないこと。

２．グランド部、シート部等から漏れがないこと。

３．表面に有害な傷、腐食および取付ボトルの緩み、腐食のないこと。

電磁弁 １．緊急閉止操作による作動点検を行うこと。

２．緊急閉止機構との連動による閉止を確認

３．表面に有害な傷、腐食および取付ボルトの緩み、腐食のないこと。

計
器
類

圧力計 １．単品にて器差検査を行うこと。

２．変形、損傷（特にガラス）がなく、配管接続部から漏れのないこと。

配管 １．変形、傷、腐食および取付ボルトの緩み、腐食のないこと。

２．フランジ部、溶接部等からの漏れがないこと。

回
収
ホ
ー
ス

回収ホース １．漏れ、異常な摩耗、偏摩耗、ねじれがないこと。

２．表示に切り傷等がなく、ねじ結合部に緩みがないこと。

カップリング １．漏れ、変形、損傷がないこと。

２．レバー操作がスムーズにあること。

３．キャップの取付は正常か、ブリーダ弁から漏れはないか、脱着は容
易か。

４．パッキンの膨張および劣化はないか。

安
全
装
置
関
連
機
器
類

ガス漏れ検知設備 １．変形、損傷、腐食がなく、取付位置、固定状態の確認

２．点検ガス等による動作確認、電気系統の配線状況の確認

緊急停止スイッチ １．変形、損傷がなく、取付位置、固定状態の確認

２．電気系統の配線状況の確認

圧力異常停止装置 電気系統の配線状況の確認

警報表示関係 ブザー等が正常状態であり、電気系統の配線状況の確認

消火器 １．能力単位、取り付け数量（Ｂ10-2 個以上）は規定通りであること。

２．安全ピン、封印の有無、変形、損傷、腐食状態の有無、固定バンド
の機能の確認

携行資材等 必要な次の資材が積載されていること。
赤旗、赤色合図灯、メガホン、漏えい検知剤、ロープ（15 ㎝以上 2本）、
革手袋、輪止め（2ヶ以上）

必要書類 イエローカード（注意書面）、資格証等は携行すること。
車検証、運転免許証、道路占有許可証、運転日誌等
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7.3 2000L ガス回収装置の性能確認／活性炭危険性評価

100：分離型回収システム性能確認試験

120：2000L ガス回収装置の性能確認／活性炭危険性評価

（1）目的

本事業で開発中の 2000L ガス回収装置（以下、回収装置と記す。）は、回収容器内に充

てんされた活性炭に LPガスを吸着させることで回収を行う。回収前の減圧した状態（回

収容器圧力：－90kPa(G)）でも、活性炭は 50kg の LP ガスを吸着しており、また回収を

終えた状態（回収容器圧力：大気圧未満）では最大 100kg の LP ガスを吸着している。

一般的に LP ガス、活性炭それぞれ単独での危険性は評価されているものの、LPガスを

吸着した状態での活性炭の危険性評価はなされていない。

そこで、LPガスを吸着させた活性炭について、着火源や熱を与えた場合の危険性評価

分析を行い、LPガスを吸着する前後での活性炭の危険性を比較し、加えて、吸脱着の繰

り返しによる活性炭の危険性を評価する。

（2）分析日時・場所

活性炭の危険性評価にかかわる分析は、株式会社住化分析センターに委託して実施し

た。

場所：株式会社住化分析センター 愛媛事業所

平成 20 年 11 月 26 日 ／BAM 着火性試験（小ガス炎法）

平成 20 年 12 月 1 日～5日／発火点測定試験

平成 20年 12 月 17 日 ／熱重量示差熱同時測定・熱重量質量分析同時測定

（3）分析サンプル

分析対象として以下の活性炭サンプルを作成した。

サンプル 1：LP ガスの吸脱着を 100 回繰り返した後、101 回目の吸着を行った活性炭

サンプル 2：LP ガスの吸着を 1回行った活性炭

サンプル 3：LP ガスを吸脱着する前の活性炭

＊ 吸着ガスは直前に購入したガスボンベからの新しい LP ガスを使用した。

参考資料２
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参考として、表 7.3.1・7.3.2 に活性炭・LP ガス（プロパン・ブタン）の物理的及び化

学的性質をそれぞれの製品安全データシートから転載する。

表 7.3.1：活性炭の物理的及び化学的性質

引火点 引火しない

発火点 450℃（JIS K-1474 に準じた試験結果）

燃焼又は爆発範囲の上限及び下限 爆発しない

比重 2.0～2.2g/ml（真密度）

かさ密度 0.42～0.50g/ml（JIS K-1474 充てん密度）

＊ 日本エンバイロケミカルズ株式会社／粒状白鷺 G5x4/6（HGI-162）製品安全データシ

ートより転載

表 7.3.2：LP ガス（プロパン・ブタン）の物理的及び化学的性質

プロパン ノルマルブタン イソブタン

融点 －189.7℃ －138℃ －160℃

沸点 －42℃ －0.5℃ －12℃

引火点 －104℃ －60℃ 引火性ガス

燃焼範囲 2.1～9.5% 1.8～8.4% 1.8～8.4%

蒸気圧（40℃） 1.275MPa(G) 0.278MPa(G) 0.427MPa(G)

発火温度 450℃ 287℃ 460℃

分子量 44.1 58.1 58.1

＊ 昭和シェル石油株式会社／クリーンプロパン（液化石油ガス）製品安全データシー

トより転載
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（4）分析内容

サンプル 1～3に対して以下の 3つの分析を実施した。

① BAM 着火性試験（小ガス炎法）

火薬類およびその他の不安定物質の外からの着火源に対して発火しやすいかどうか

を調べる。セリウム鉄火花・導火線の火花・小ガス炎および 800℃に赤熱した鉄棒で

3mL 程度の試料に着火を試みて、着火するかどうか、また、着火した場合は燃焼を継

続するかどうかを確認する。

今回は最も基本的な方法である小ガス炎法を選択した。ブンゼンバーナー（チャッ

カマン）からの炎の先端を最大 10秒間試料に当て着火するかどうかを調べる。

（試験は 5回繰り返す。）

この試験においては、動画の撮影も実施した。

② 発火点測定試験（ASTEM E-659 に準ずる。）

空気雰囲気中で他から火炎・電気火花・赤熱個体などの着火源を与えないで、試料

を入れた容器を加熱することで、発火を起こさせる最低温度を測定する。

消防法 4類の発火点測定として用いられている ASTM 規格 E-659 に準じて実施する。

③ 熱重量示差熱同時測定（TG-DTA）／熱重量質量分析同時測定（TG-MS）

試料を昇温した時の試料重量変化（TG）及び吸熱・発熱の追跡（DTA）と、昇温によ

り発生したガスのリアルタイム質量分析（TG-MS）を行う。

熱重量質量分析同時測定装置 TG-DTA2020SA/MS9610(Bruker AXS)を用いる。

（5）分析結果

以下に、株式会社住化分析センターによる BAM 着火性試験（小ガス炎法）結果報告書・

発火点測定試験結果報告書・熱重量示差熱同時測定／熱重量質量分析同時測定結果報告

書を示す。
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（5.1）BAM 着火性試験（小ガス炎法）結果報告書
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（5.2）発火点測定試験結果報告書
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（5.3）熱重量示差熱同時測定／熱重量質量分析同時測定結果報告書
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（6）考察

（6.1）着火性について

サンプル 1・2では、炎を近づけると直ちに着火することが確認された。これは活性炭

に吸着していた LPガスが脱着してその脱着ガスに着火していると考えられ、活性炭内に

LP ガスが存在する間、燃焼は継続する。この時、活性炭には着火が確認できない。また、

サンプル 3では炎を 60秒接触させても、着火は確認されなかった。

よって、LP ガスの吸着または吸脱着の繰り返しによって活性炭の着火性は影響を受け

ないため、回収装置においては LPガスの着火に対しての安全対策で十分である。

ただし、LP ガスに着火した場合、2000L 回収装置には 100kg 以上の LP ガスが吸着され

ていることから燃焼が長時間継続されるため、活性炭に燃え移る可能性を認識すべきで

ある。

（6.2）発火点について

サンプル 1・2 では、周囲温度の上昇により、510℃・519℃で発火することがわかる。

これは、プロパンの発火温度 450℃よりも高い温度で測定されている。その理由は不明で

あるが、活性炭の持つ熱容量によって燃焼熱が吸収され、酸化反応の連鎖が継続しにく

いためとも考えられる。また、LPガスの吸脱着回数による影響は確認できない。

一方、サンプル 3では、700℃まで昇温したが発火は確認できなかった。活性炭自身の

発火温度も 450℃であるが、本試験では発火の様子は確認されない。これは、活性炭の発

火試験は JIS K1474 に基づいて測定された数値であり、本試験は昇温により試料から発

生したガスの発火点を測定することが目的であるためだと考えられる。

よって、本試験で測定された発火点は 510℃・519℃であったが、活性炭・LP ガスの製

品安全データシートによる発火点は 450℃とされているため、回収容器内温度が 450℃以

下であれば発火の危険性は少ないと考えられる。

（6.3）昇温時における試料重量変化と発生ガスの定性について

サンプル 1・2・3ともに、室温から約 400℃までに吸熱を伴った減量が確認されており、

これは吸着していた LPガス成分や水蒸気（サンプル 3では主に水蒸気）が全部脱着され

たと考えられる。また、500℃以降において発熱を伴った減量は活性炭本体の挙動であり、

この部分を比較するとサンプル 1・2とサンプル 3はほぼ同じ挙動を示している。着火温

度・発熱量・灰分（燃焼残渣）の数値に少々の差が認められるが、本試験結果において

はこの差を詳細に識別するのは難しい。よって、LP ガスの吸着や吸脱着の繰り返しを行

った活性炭自身の危険性については、未使用の活性炭と同等であると考えられる。

「表 3：発生ガス割合」において、ブタンが 14％となっており、通常の LPガス（ブタ

ン 1%程度）に比べて高い値を示している。活性炭の性質として、同じ濃度であればプロ

パンに比べてブタンは高い吸着量を示すので不思議なことではないが、吸脱着を繰り返

したため活性炭中のブタン濃度が徐々に蓄積されていった可能性も考えられる。
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（7）まとめ

LP ガスを吸着した活性炭の熱的危険性を評価した結果、LP ガスの吸着または吸脱着の

繰り返しによりその危険性は大きな影響を受けなかった。よって、回収装置においては

LP ガスの熱的危険性に対しての安全対策で十分である。

ただし、実用時は 100kg 以上の LPガスが吸着されていることから、LP ガスに着火した

場合、燃焼が長時間継続するため活性炭に燃え移る可能性があることを認識すべきであ

る。

また、長年の使用により高沸点成分が濃縮されたバルク貯槽内の LPガスを対象とした

吸着及び吸脱着の繰り返しによる活性炭の熱的危険性の増加については、今後評価が必

要である。



第３章 評価
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第３章 評価

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性

本プロジェクトは、法令で義務付けられているバルク貯糟の製造２０年経過時の検査

の際に必要となる貯槽内のＬＰガス回収を安全かつ効率的に行うシステムを開発する

ものであり、民間企業のみの実施に委ねるのではなく、国が積極的に行う必要がある。

また、バルク貯槽からのガス回収技術は、現状では効率の点、環境影響の点から多く

の問題を抱えており、活性炭によるガス吸着法をＬＰガス回収に初めて適用し、回収し

たガスの再利用が可能な安全性の高い回収方法を確立・普及させることは、検査時期が

近づいていること及びＣＯ２削減の観点からも国の施策として重要であり、かつ、実施

時期も適切である。

【肯定的意見】

・本研究開発は、産業保安施策の一環としてのＬＰガス保安に係るものであり、バルク

貯糟の製造２０年経過時の耐圧・機密試験を含む告示検査に際してのＬＰガス回収を安

全かつ効率的に行うシステムの開発およびＬＰガス回収技術に関する技術基準の検討

に資するものであり、民間企業のみの実施に委ねるのではなく、国が積極的に関与して

行うのが妥当と思われる。

・バルク貯槽の設置台数からして、今後ガス回収の問題は非常に重要になると思われる。

バルク貯槽からのガス回収技術は現状では効率の点、環境影響の点から実用化には多く

の問題を抱えていて高効率、クリーンな新規技術の開発が必要であるが、このような開

発を業者が行うには技術的にも予算的にも困難であり、国の事業として妥当である。

・本事業は、平成９年に導入されたＬＰガスのバルク供給システム用のバルク貯槽内か

らＬＰガスを安全かつ短時間で回収するシステムの開発・実用化を図るものである。シ

ステム構築のために採用された活性炭によるガス吸着法は、都市ガスの配管内のガス回

収に開発された技術でその分野で実績があるが液化状態で貯蔵されるＬＰガスの回収

には初めて適用されるものであり、したがって本事業は新規性の高い技術を中心に据え

た事業と考えられる。新システムは、移動式製造設備によるＬＰガス回収時に必要な保

安距離の確保が困難な設置状況にある貯槽にも適用できるため、普及すれば回収時の事

故リスクの軽減が広く期待できると考えられ、本事業は保安に関する技術開発を重点的

に進める国の施策に沿った適切な事業といえる。

・ＬＰガスの供給を行なうバルク供給システムは、平成９年より導入が開始され、すで

に国内では約２０万基が設置されている。バルク貯槽は、製造後２０年経過時には、告

示検査を行なう必要があり、このとき貯槽内のＬＰガスの回収が必要となる。しかし現
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在の回収方法では、多くの時間や手間がかかり、危険性が伴う可能性も否定できない。

さらに、現システムでは最終的に燃焼処理を必要としているとのこと。その量もさるこ

とながら、低炭素社会に向け、化石エネルギーの無駄な燃焼は絶対に避けるべきである

。また消費者としても、身近な所で火を見るのは絶対に心地よくない。

したがって、安全且つ短時間で効率よくＬＰガスを回収するための回収システムの開

発を進めることは、安心できる社会の構築につながるものであり、さらには、国の技術

基準の策定に資するものでもあり、民間だけの実施に委ねるのではなく、国の事業とし

て積極的に行なう必要があると判断する。

・ＬＰバルク貯槽内のＬＰガスを回収する必要性は今後増すことになり、安全性の高い

回収方法を確立し、普及させることは国の施策として重要であると思う。

【問題点・改善すべき点】

・バルク貯槽内のＬＰガスの回収方法としては他にもあり、すでに実施されている方法

もあるので、国の施策として実施する以上は、安全性、経済性、実用性、ＬＣＡ（ライ

フサイクルアセスメント）面等も考慮して比較検討を行う必要があると思う。
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２．研究開発等の目標の妥当性

バルク貯糟内のＬＰガスの安全かつ効率的な回収システムの開発のため、小規模装置

から実用規模装置まで段階的な研究目標が設定されているとともに、システムの普及に

必要な作業基準案の作成まで目標に設定されており、目標は適切に設定されている。

ただし、目標設定において、高効率などの用語の使い方が分かりにくい箇所があった

。

【肯定的意見】

・バルク貯糟内のＬＰガスの安全かつ効率的な回収システムの開発のため、バルク貯糟

設置状況の実態調査、小規模回収実験機器の設計制作と性能確認、分離回収システムの

設計製作と性能確認、ガス回収効率化対策の検討､回収再生ガスの分析、一体型回収シ

ステムの設計製作と性能確認、技術基準の検討等適正な要素技術を取り上げ、概ね妥当

な目標・指標を定めているといえる。

・本事業は新規技術開発を含むが、この新規技術開発のために必要な要素開発を小規模

装置から実用規模装置まで段階的に研究目標が設定されている。目標設定は回収回数な

どの具体的な数値が設定されていて明解である。

・システム構築に用いた新しい技術の特性を十分把握しその特性を生かしたシステムを

円滑に実用化に結びつけるために、２年間の限られた事業期間の間に、個別要素技術の

研究・開発・評価の過程が全体として手際よく配置され、また個々の要素技術において

も有効な目標が設定されていたと考えられる。

・バルク貯槽内のＬＰガスを安全かつ容易に回収できるシステムの開発を行なうこと、

新しい技術を使用した回収装置の業界内技術基準を定めることが目標である。

ＬＰガス充塡所や事業所のニーズに対応した開発を行なうために、バルク貯槽設置状

況や充塡所の設備状況などの実態調査からスタートし、活性炭の特性精査のための小規

模回収実験の機器設計、さらに回収装置の性能の確認と順次クリアする目標水準を設定

し、最終的には新しい技術を使用した装置の技術基準を定めるという目標水準に持って

いく様に設定されている。

また、それぞれの目標水準ごとに、達成度を測るための指標が作成され、それをクリ

アすると次の段階の検討に入る様に設定されており、研究開発等の目標は適切かつ妥当

と考える。

・今後必要性が増すバルク貯槽内のＬＰガスの回収を安全に行うシステムの開発とシス

テムの普及に必要な作業基準案の作成を目標としており、目標の設定及びその目標水準

は適切に設定されていると考えられる。

【問題点・改善すべき点】
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・活性炭に硫黄化合物の付臭剤を含むＬＰガスが吸着することを考えると、種々の視点

からの安全性の検討による確認が必要と思われる｡

・(3)項に挙げられている冷熱発生装置、熱交換評価、分散配管評価に関しては「蒸発

潜熱を利用する熱交換設備」の仕様が明確でない。

・高効率、効率化など、「効率」を用いた用語が比較的ひんぱんに用いられているが、

時間や作業の手間の削減の意味か、エネルギー効率の意味か、利用効率の意味か、ある

いは他の面からみた効率のことなのか違いがわかりにくいと思われる表現がいくつか

見受けられた。
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３．成果、目標の達成度の妥当性

バルク貯槽内の最大１００㎏のＬＰガスが回収可能であることを確認し、回収したＬ

Ｐガスを再生可能な装置の製作及び、システムの普及に必要な作業基準案の作成が実施

されており、当初の目標は十分に達成したと評価できる。本システムの実用化にあたり

重要な要素となる回収時間の短縮を図る技術の検討に重点をおき、種々の可能性を探る

努力をし、技術評価を密に行ったことは、今後の技術の発展の方向性の検討にも資する

と考えられる。また、論文の発表や工業所有権の取得等も行われており、本プロジェク

トの成果として評価できる。

なお、活性炭の伝熱効果がほとんどないことを考慮すれば、回収装置に使用する容器

は、既存の容器の改造利用ではなく、伝熱効果の増加等を考慮し、当該容器の新たな設

計製作についても検討すべきであったと考えられる。

【肯定的意見】

・容積 2,000Ｌ及び 5,000Ｌの回収容器に活性炭を充填したＬＰガス回収装置の設計製

作と性能評価を実施し、最大１００㎏のＬＰガスを回収可能であることを確認し、また、

回収したＬＰガスの再生可能な再生装置を製作し、さらに、ＬＰガス業界の自主基準と

位置づけられる作業基準案を作成しており、概ね目標を達成したといえる。

・最終的に実用化可能な2,000Ｌ回収装置を試作し、性能評価を行っている。その結果

、回収時間の短縮、繰り返し回数などについて当初の目標設定を達成していると認めら

れる。また安全性についての検討も行っている。

・本システムの実用化のうえで重要な要素となる現場での作業時間の短縮を図る技術の

検討に重点をおきそのために種々の可能性を探る努力をし、それぞれについて技術評価

を密に行ったことは、今後の技術の発展の方向性の検討にも資すると考えられ、高く評

価できると考えられる。

・成果として、主目的であるＬＰガスの回収については、最大１００㎏のガスが回収可

能であることが確認でき、さらに、回収されたＬＰガスを再生できる再生装置も制作さ

れている。また、ＬＰガス業界の自主基準と位置づけられる作業基準案も作成されたこ

となど多くの成果があった。

設定された目標以外に得られた成果としては、当初のニーズ調査では、回収にかかる

時間は２時間以内を期待されていたが、５０㎏の回収に要する時間は１時間未満である

ことが確認できたこと。また、何よりも燃焼処理がなくなったことは、地域住民にとっ

て大歓迎するべき成果であり、回収したガスが再利用できる点も低炭素社会構築に向け

て、大きな成果である。

まずは、当初の目標の基準は十分に達成できていると判断できる。また、論文の発表、

特許の出願などもいくつか行なわれていることが報告されている。

・活性炭を用いたＬＰ回収装置について小規模装置による性能評価試験から実規模装置
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による運転性能試験を実施し、システムの性能評価を行っており、さらに作業の技術基

準案を作成しており、所期の目標を達成していると考えられる。また、工業所有権の取

得及び技術の普及のための活動にも努力が見られ、それらも成果として評価することが

できる。

【問題点・改善すべき点】

・ＬＰガスの回収に伴い、ＬＰがスの付臭剤である硫黄化合物が活性炭に吸着するが、

それらの経時変化による吸着量の増加に伴う安全性について、明らかにする必要がある

｡活性炭への硫黄化合物の吸着は自然発火性を増大するおそれがあるため、自然発火性

のおそれの可否に関する知見と、必要によりその知見をふまえた安全な取扱基準の策定

を検討する必要があろう｡

・冷温熱発生装置に関しては当初の目標の性能が得られていない。この点に関しては、

技術的なハードルが高い開発目標であり、限られた時間内で開発するのは困難なテーマ

であるので仕方がない面もあるが、当初の目標設定が適切でなかったともいえる。

・ＬＰガスを吸着した状態の活性炭の安全性については、実験室規模での基礎的な実験

で確認がされているが、使用後の活性炭が大量に空気中にさらされると考えられる詰め

替え作業時の際の安全性についてはさらに将来フィールドテスト等を通じて確認する

ことが望ましいと思われる。

・活性炭は伝熱効果がほとんど期待できないことは明らかですので、回収装置に使用す

る容器としては既存の容器の改造ではなく、伝熱効果の増加を考慮に入れた構造のもの

で、しかも、充てん物である活性炭の入替が容易に行えるようなものを新たに設計製作

して検討するべきであったと思われる。
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４．事業化、波及効果についての妥当性

実用化に向けたＬＰガス回収システムの試作及び確認試験が実施されており、また、

ＬＰガスの回収に利用する活性炭の繰り返し使用による耐久性の評価も行われており、

事業化の見通しは十分にあると考えられる。また、本プロジェクトにより、従来の回収

システムの課題を克服するとともに、これまで回収時に燃焼処理していたＬＰガスの再

利用が可能になり、バルク貯槽がこれまで約２０万基が設置されていることを勘案する

と、本プロジェクトで開発された技術の波及効果は大きい。

なお、事業化に当たっては次の項目について、検討・考慮等することが必要と考えら

れる。

・ガス回収に使用する活性炭に、付臭剤である硫黄化合物を含むＬＰガスが脱着を繰り

返すことになることを踏まえ、活性炭の使用寿命、回収したＬＰガスの再利用時におけ

る付臭剤の添加方法の検討及び自然発火の危険性がないことの検証などＬＰガス及び

硫黄化合物を吸着した活性炭の安全性等について幅広い視点からの検討を行うこと。

・作業手順の誤り等で回収容器内への空気の混入など、異常状態の発生が考えられるこ

とから、バルク貯槽設備へのホース接続等を行う作業者は慎重に選任すること。

・圧縮機を利用した回収方法など本技術とは別のバルク貯槽内のＬＰガスを回収する方

法との安全性、経済性、実用性、ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）に関する比較

検討を行うこと。

【肯定的意見】

・開発した回収装置・再生装置の構成要素の簡略化・システム化、フィールドテストの

繰り返しによる信頼性の向上、ＬＰガス回収作業における液回収と窒素置換工程におけ

る本回収装置を応用した方法の確立等は事業化において重要な課題であり、また、本回

収装置のメリットを生かすことにより、平成２９年から本格的に開始されるバルク貯糟

製造後２０年の告示検査に活用されることをはじめ、簡易ガス・集合住宅の共用配管等

の大容量配管からのＬＰガス回収等への本開発技術の波及が期待される。

・実用化に向けた試作装置はこのプロジェクトにおいて完成しており、耐久性、また活

性炭に関する繰り返し使用回数、価格などが検討されている。したがって実用化に関し

ての見通しは十分にあると考えられる。また、今後のバルク貯槽の需要拡大やすでに設

置されている台数を勘案するとこのプロジェクトで開発された技術の波及効果は大き

い。

・本事業で開発されたシステム・手法は、想定される大きさの回収車両が一回あたりに

回収できるＬＰガス量がガス吸着法の特性のためにそれほど大きくならないために残

液量が少ない状態にした後の貯槽が対象となるという制約があるが、現場での回収時間

を短縮でき実用性の高い方法であるとともに、安全性の観点からみて従来の回収システ

ムの課題を克服できる方法でもあり、具体化・普及の可能性は十分高いと考えられる。
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今後、製品化にあたってさらに検討すべき課題の項目についても十分な認識が得られて

いると考えられる。

・平成２３年からの事業化に向けて、自前での製品化を目指しているとの報告であり、

ロードマップでもフィールドテストを重ねて商品の価値と信頼性を高めていくとの説

明であった。

回収装置はトラックに積載することで現地まで移動でき、その内圧は大気圧未満で安

全であり、これからバルク貯槽製造後２０年の告示検査や、集合住宅の共用配管などか

らのＬＰガス回収の需要が見込まれ、事業化は期待できると思われる。

また、波及効果としては、何よりも燃焼処理がなくなることである。これは、地域住

民にとって大歓迎するべき成果であり、安心できるくらしにつながる上に、ＣＯ２排出

削減に多いに寄与する。さらに、回収したガスが再利用できる点も低炭素社会構築に向

けて、大きなメリットである。

・事業化のために解決すべき項目の抽出が行われており、製品化のスケジュールも決め

られている。したがって事業化の見通しは立てられていると判断できる。また、ＬＰガ

スの回収技術として普及する可能性が高く波及効果が期待される。

【問題点・改善すべき点】

・事業化および波及においては、開発したＬＰガスの回収・再生システムが活性炭を用

いたものであり、ＬＰガスが付臭剤として硫黄化合物を用いている限り、長期間使用に

伴う硫黄化合物が吸着した活性炭およびそれにＬＰガスが共存する系での自然発火の

危険性を明らかにし、必要により安全を考慮した適正取扱方法を明確にする必要がある。

・実用化に関してもっとも重要な点は安全性である。この点に関しても本プロジェクト

で検討されていて、安全性に関しても問題ないとの結論が得られているが、重要な問題

なので今後もさらなる検討（極端条件における安全性など）が望まれる。

・回収後の貯槽内の残ＬＰガスの量を少なくできることと、回収したＬＰガスを再利用

できることは省エネルギーにプラスになる要素であるが、機器の運転に要するエネルギ

ーの使用量も含めた全体的な省エネルギー性に関しては、今後さらに技術が成熟した段

階で詳しい評価をする必要があると思われる。

・事業化に向けた課題として、開発した回収装置、再生装置の構成要素の簡略化、シス

テム化を上げているが、事業として確立するには、コストがネックとなる可能性を少し

でも小さくしなければならないのは当然であるが、現状の方式と比較してとてもメリッ

トが大きいことを理解されるような説明も重要と考える。

・新しい回収技術として実用化が期待されるが、従来技術と異なる点として減圧系の取

り扱いになることにより、適切な作業手順を間違えると空気の混入等の異常状態の発生

が予想される。また、回収作業は高圧ガスの製造行為に該当しないとのことであるが、
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バルク貯槽設備へのホース接続などの行為があるので作業者の選任は慎重にするべき

であると考える。
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５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性

本プロジェクトの実施にあたっては、専門家、機器メーカ、行政関係者からなる開発

委員会が組織され、ＬＰガス供給に長年携わった人をチームリーダーとし、システムの

開発が計画的に進められており、本プロジェクトの研究開発計画、実施体制及び運営は

適切であったと考えられる。

また、開発費は効率的な運用がなされており、消費者が安心できるくらしに投資され

たと考えると、投入した開発費に見合った効果が期待できる。

なお、本技術の成果を含めた実際のガス回収時における総合的な費用対効果を判断す

るためには、活性炭の処理技術及び回収したＬＰガスの再利用技術も含め総合的に判断

する必要がある。

【肯定的意見】

・研究開発実施者の選定方法は適切であり、実施者の体制・運営は、２つの調査研究委

員会等を設けて行う等妥当といえる｡また、資金配分も概ね妥当であり、バルク貯糟製

造後２０年経過時の告示検査の際に必要となるＬＰガス回収の安全かつ効率的なシス

テムを開発したものであり、概ね十分な成果を上げたといえる。

・専門家、機器メーカ、行政関係者からなる開発委員会が組織されており、人選も適切

である。実施体制、運営は適切である。また研究計画についても、スケジュール管理や

適切なテーマの見直しなどが行われており、妥当である。開発費についても効率的な運

用がなされている。成果発表に関しては特許が 1件出されていて妥当である。

・研究開発はＬＰガス供給に長年携わった人をチームリーダーとし、活性炭に詳しい委

員を含んだ開発委員会の協力を得て実施されており、多岐にわたる検討事項に適切に対

応できていたと考えられる。

・本事業の研究開発計画、研究開発実施者の実施体制・運営など仔細に報告され、適切

と判断できる。また、資金配分や費用対効果等も計るのは難しいが、消費者が安心でき

るくらしに投資されたと考えると、投入された資源量に見合った効果を生じると期待で

きる。

もちろん、ＬＰ事業者にとってもニーズにかなったガス回収システムとなると想定され

、研究開発計画は適切であったと考える。

・バルク貯槽のガス回収システムについて性能試験、高効率化の検討及び技術基準の検

討などが計画的に進められており研究開発計画は適切であったと考えられる。外部のメ

ンバーも加えた開発委員会のもとで見直し及び評価、指導が行われており、研究開発実

施体制と運営は妥当なものであったと考えられる。

【問題点・改善すべき点】

・重要な成果がえられているので、学会における発表が行われるのが望ましい。
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・本事業のＬＰガス回収システムを実用化することにより安全性が高く、作業性の良い

回収作業を行うことができれば、事故やトラブルの低減化に寄与することができ、その

経済効果は大きいと期待されるが、活性炭の処理技術及び回収されたＬＰガスの利用技

術などを早急に検討する必要があると思われる。
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６．総合評価

ＬＰガス回収の安全かつ効率的なシステムの開発を行い、ＬＰガス業界の自主基準の

位置づけとなる作業基準案を作成しており、所定の開発目標をほぼ達成している。今後

の成果の事業化と波及が期待され、これからのバルク貯槽の需要を考えると社会的イン

パクトも大きい。従来のＬＰガス回収技術とは大きく異なる活性炭による回収システム

を構築し、その有効性を確認したことは高く評価でき、時機を得た開発であり、成果は

大きいと考えられる。

また、本プロジェクトでは、重要な成果が得られているので、学会において発表する

など、成果についての情報発信が望まれる。

なお、活性炭にＬＰガスが吸着されることを考えると、幅広い視点での安全性の確認

をしておく必要があり、新しい技術だけに慎重を要する点もあるため、継続的な安全性

に関する試験・研究が必要である。

【肯定的意見】

・バルク貯糟製造後２０年経過時の告示検査の際に必要となるＬＰガス回収の安全かつ

効率的なシステムの開発を行い、活性炭を充てんしたＬＰガス回収装置の設計制作・評

価を実施し、ＬＰガスの回収が可能であることを確認するとともに、回収したＬＰガス

を再生可能な再生装置を制作した。また、ＬＰガス業界の自主基準の位置づけとなる作

業基準案を作成しており、国が実施する上で適正な事業において、所定の開発目標をほ

ぼ達成しており、今後の成果の事業化と波及が期待される。

・適切な計画の下で、当初の目標をほぼ達成する新しいＬＰガス回収技術が開発され、

実用化のための試作装置も製作されて、実証試験も行われている。その結果、実用の見

込みも立っているので本プロジェクトは成功と判断される。今後のバルク貯槽の需要を

考えると、社会的インパクトも大きい。

・従来のＬＰガス貯槽からのＬＰガス回収の技術とは大きく異なる活性炭による LP ガ

ス吸着現象を中心とした新しい手法を積極的に採用して従来からの課題を解決できる

回収システムを構築し、その有効性を確認したことは、高く評価できると考えられる。

・バルク貯槽は平成２０年までに２０万基設置され、保守点検などの実施件数も増えて

いる。点検時にはバルク貯槽内のＬＰガスを回収しなければならず、現状の回収システ

ムには事故のリスクなど課題が山積している現状である。そのため、ＬＰガス事業者か

らは、ＬＰガスの容易な回収システムが望まれており、安全で且つ短時間で効率的に回

収可能なバルク貯槽ガス回収システムの開発が喫緊の課題となっているところである。

そういう状況にあって、今回の開発事業は時機を得た開発であり、成果は大きいと考

える。燃焼処理をしないという点だけを取り上げても、さまざまな観点から、大きく社

会に貢献できるものである。国の事業として、社会的意義も大きいものであったといえ

る。
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・バルク貯槽内の残留ＬＰガスを回収する技術として活性炭を用いた低圧システムを開

発し実用化の検討を技術基準案の作成も含めて行ったことは評価できます。具体的な製

品化に向けてスケジュールを立て努力されていることも認められます。

【問題点・改善すべき点】

・活性炭に付臭剤の硫黄化合物を含むＬＰガスが吸着されることを考えると、幅広い視

点での安全性の確認をしておく必要があろう。

・今までになかった新しい技術開発がなされたが、新しい技術だけに慎重を要する点も

ある。今後も継続的な安全性に関する試験・研究がなされることを望む。また学会発表

などで専門家の批判を受けることも必要であり、有用であろう。

・回収ＬＰガスを再利用するに当たって必要な着臭剤の添加方法及び活性炭の使用寿命

等、実用化のために未解決あるいは未解明の点があるので引き続き検討を行うことが望

まれる。
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７．今後の研究開発の方向等に関する提言

・活性炭に吸着させたＬＰガスは、事故時など通常の使用状況と異なる条件下で、脱着

する可能性も考えられるので、より安全な技術を目指し、継続的な技術の高度化が望ま

れる。

・ガス回収技術の普及に向けて、バルク貯槽内の液化石油ガスの計画的な削減ができず

貯槽内に液状で液化石油ガスが残っている場合には、貯槽内の気化した液化石油ガスの

回収に加えて液状で液化石油ガスを回収することが必要になることから、バルク貯槽内

の液を回収するシステム及び回収したガスを更に高効率で再生するシステムの技術開

発が望まれる。

・今後、国によるガス回収システムの安全に関する技術基準の策定が必要になる場合に

は、技術上又は運用上の留意点を適確に把握するためフィールドテストによるデータの

蓄積が必要と考えられる。

【各委員の提言】

・今回のバルク貯糟ＬＰガス回収システムの開発等においては、安全の問題はきわめて

重要な要素であり、研究開発を進めていく上で、種々の視点からの安全について検討す

る必要がある｡

その意味では、ＬＰガスの付臭剤である硫黄化合物の活性炭への吸着挙動の経時変化

、硫黄化合物が吸着した活性炭およびそれにＬＰガスが共存する系での安全性について

、評価、確認するとともに、必要によっては、取扱方法を考慮することが重要となる。

適宜、安全の専門家に相談する必要があろう。

・このプロジェクトで開発されたＬＰガスの回収技術はこれまでにない技術であり、安

全性に関しては今後とも継続的な研究が必要である。特に、通常条件ではこのプロジェ

クトでも検討されているように安全性は問題ないとしても、たとえば車両火災などより

過酷な条件での安全性も実用化に際しては検討されるべきである。

本技術はＬＰガスを活性炭に吸着させて、容器内の圧力を下げる技術であるが、忘れ

てはならないのは物質としてのＬＰガスは化学組成を変えることなく容器内に存在し

ている、ということである。この点で、法律的にも適合性の検討が必要なようにも思わ

れる。また、事故時などの極端条件では吸着されているＬＰガスが脱着する可能性は常

にあるので、より安全な技術を目指した継続的な改良が必要であると考える。

・本事業ではフィールドテストが行われていないが，安全に関する国の技術基準の策定

が将来必要となる場合には、技術上あるいは運用上の留意点等をより的確に把握できる

フィールドテストにより得られる情報の蓄積も有効であると考えられる。フィールドテ

ストは製品等の開発を目指す立場の民間が行うのが適当との考えもあると思われるが、

上記の理由から新しい技術が多く含まれる事業においては基本的な範囲のフィールド
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テストは多少実施期間が延びても事業内に設定しておくのがよいと思われる。

・液化石油ガスによる災害を防止するため、液石法に基づき、一般の消費者に対する保

安の確保を図っている。そのための点検などのために行うＬＰガス回収に伴い、事故が

起こったのでは、元も子もない。

今回の事業は、今までの回収システムとは異なり、都市ガスの配管内ガスの回収法と

して開発されたパージガス吸着工法を利用したバルク貯槽ガス回収システムであり、多

くのメリットがあるが、特に消費者にとって、燃焼処理がなくなるというのは、最大の

メリットと考える。

一方、回収したＬＰガスを１００㎏も吸着した活性炭に、もし何かが原因で着火した

場合、多量のガスが燃え切るには長時間を要し、活性炭自身も燃える可能性があるなど、

まだ不安な点も残っている。また活性炭は繰り返しの使用が可能とのことであり、少し

ずつ蓄積された残留ガスの危険性なども潜在的に残っているとのこと。

今後、さらに安全で地球環境にも配慮された、完璧な回収方法となるような研究を続け

てほしいと思う。

・バルク貯槽内のＬＰガスを回収する必要性の生じることはバルク貯槽の利用当初から

明らかであったにもかかわらず、安全性が高く、信頼性の高い技術開発が検討されてこ

なかったことは残念に思われるが、本事業は都市ガスの分野で使われている技術を応用

した新しい回収方法として期待される。回収に要する時間のさらなる短縮、活性炭の再

生あるいは処理及び再生ガスの利用等、いくつかの課題があるが実用技術の普及に向け

て今後も検討されることを望む。その際、バルク貯槽からの液回収も含めたシステムあ

るいはガス再生の高効率化を考慮したシステムに関しても技術開発の可能性を追求さ

れることを期待する。



第４章 評点法による評点結果
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第４章 評点法による評点結果

「バルク貯槽ガス回収システム開発」に係るプロジェクト評価の実施に併せて、

以下に基づき、本評価検討会委員による「評点法による評価」を実施した。その結

果は「３．評点結果」のとおりである。

１．趣 旨

評点法による評価については、産業技術審議会評価部会の下で平成 11 年度に評

価を行った研究開発事業（39 プロジェクト）について「試行」を行い、本格的導入

の是非について評価部会において検討を行ってきたところである。その結果、第 9

回評価部会（平成 12 年 5 月 12 日開催）において、評価手法としての評点法につい

て、

(1)数値での提示は評価結果の全体的傾向の把握に有効である、

(2)個々のプロジェクト毎に評価者は異なっても相対評価はある程度可能である、

との判断がなされ、これを受けて今後のプロジェクト評価において評点法による評

価を行っていくことが確認されている。

また、平成 21 年 3 月 31 日に改定された「経済産業省技術評価指針」においても、

プロジェクト評価の実施に当たって、評点法の活用による評価の定量化を行うこと

が規定されている。

これらを踏まえ、プロジェクトの中間・事後評価においては、

(1)評価結果をできる限りわかりやすく提示すること、

(2)プロジェクト間の相対評価がある程度可能となるようにすること、

を目的として、評価委員全員による評点法による評価を実施することとする。

本評点法は、各評価委員の概括的な判断に基づき点数による評価を行うもので、

評価報告書を取りまとめる際の議論の参考に供するとともに、それ自体評価報告書

を補足する資料とする。また、評点法は研究開発制度評価にも活用する。

２．評価方法

・各項目ごとに４段階（Ａ(優)、Ｂ(良)、Ｃ(可)、Ｄ(不可)<ａ，ｂ，ｃ，ｄも同

様>）で評価する。

・４段階はそれぞれ、Ａ(ａ)＝３点、Ｂ(ｂ)＝２点、Ｃ(ｃ)＝１点、Ｄ(ｄ)＝０

点に該当する。

・評価シートの記入に際しては、評価シートの《判定基準》に示された基準を参

照し、該当と思われる段階に○を付ける。

・大項目（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）及び小項目（ａ，ｂ，ｃ，ｄ）は、それぞれ別に評

点を付ける。

・総合評価は、各項目の評点とは別に、プロジェクト全体に総合点を付ける。
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３．評点結果

評 価 項 目 平 均 点 標準偏差

１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.80 0.45

２．研究開発等の目標の妥当性 2.80 0.45

３．成果、目標の達成度の妥当性 2.60 0.55

４．事業化、波及効果についての妥当性 2.60 0.55

５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥当性 2.40 0.55

６．総合評価 2.60 0.55

評点法による評点結果

バルク貯槽ガス回収システム開発

2.80 2.80
2.60

2.60

2.40
2.60

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

（各項目：３点満点）
平均点
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「バルク貯槽ガス回収システム開発」プロジェクト評価（事後）

今後の研究開発の方向等に関する提言に対する対処方針

提 言 対 処 方 針

○活性炭に吸着させたＬＰガスは、事故時など通常の使用状況

と異なる条件下で、脱着する可能性も考えられるので、より安全

な技術を目指し、継続的な技術の高度化が望まれる。

○ガス回収技術の普及に向けて、バルク貯槽内の液化石油ガス

の計画的な削減ができず貯槽内に液状で液化石油ガスが残っ

ている場合には、貯槽内の気化した液化石油ガスの回収に加え

て液状で液化石油ガスを回収することが必要になることから、バ

ルク貯槽内の液を回収するシステム及び回収したガスを更に高

効率で再生するシステムの技術開発が望まれる。

○今後、国によるガス回収システムの安全に関する技術基準の

策定が必要になる場合には、技術上又は運用上の留意点を適

確に把握するためフィールドテストによるデータの蓄積が必要と

考えられる。

○開発実施者において、本システムの普及に向けて、引き続き安全性の検証

を続けており、さらなる技術の高度化を図り、より安全な技術を目指し検討

を続けているところである。

○開発実施者において、バルク貯槽内の液を回収するシステムの検討が進

められている。当省では、バルク貯槽製造２０年後の告示検査を安全に実

施するための調査の一環としてガス回収作業のガイドラインの策定を進め

ているところであり、当該システムについてもガイドラインの検討対象とする

ことにより安全性の検証を行う予定。また、回収したガス再生の効率化につ

いては、本プロジェクトの開発実施者が、引き続き事業化に向けて検討を

行っているところである。

○開発実施者において、今後実施していくフィールドテスト等も含めた今後実

施される予定の必要な実証試験データの蓄積を図り、安全性の検証を続

けていく予定。
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